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このたびの「令和６年能登半島地震」により、お亡くなりになられた方々のご冥福を
お祈りするとともに、被災された皆さまに、心よりお見舞いを申し上げます。
一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。
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新
年
を
迎
え
、
謹
ん
で
年
頭
の
ご
挨
拶
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

旧
年
中
は
、
当
協
議
会
の
事
業
に
対
し
格
別
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
は
、〝
飛
躍
の
卯
年
〟
に
ふ
さ
わ
し
い
出
来
事
が
数
多
く
見

ら
れ
ま
し
た
。

　

中
で
も
、
春
先
に
は
「
侍
ジ
ャ
パ
ン
」
の
活
躍
に
心
躍
ら
せ
、Ｗ

Ｂ
Ｃ
（
ワ
ー
ル
ド
・
ベ
ー
ス
ボ
ー
ル
・
ク
ラ
シ
ッ
ク
）
３
大
会
ぶ

り
の
優
勝
に
歓
喜
し
ま
し
た
。
そ
し
て
そ
の
熱
を
保
っ
た
ま
ま
、

エ
ン
ゼ
ル
ス
・
大
谷
選
手
の
大
活
躍
や
、「
ア
レ
」
軍
団
の
38
年
ぶ

り
の
日
本
一
達
成
へ
と
続
き
ま
し
た
。

　

５
月
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
５
類
に
移
行
し
、
長

く
続
い
た
鬱
屈
と
し
た
生
活
か
ら
解
放
さ
れ
た
よ
う
に
、
社
会
経

済
活
動
も
活
気
を
取
り
戻
し
て
き
ま
し
た
。
各
地
で
夏
祭
り
や
花

火
大
会
が
再
開
さ
れ
、
観
光
も
活
気
を
取
り
も
ど
し
て
、
日
本
の

四
季
を
楽
し
む
外
国
人
客
の
姿
も
多
く
な
り
ま
し
た
。

　

そ
し
て
10
月
に
は
、
最
年
少
７
冠
の
藤
井
壮
太
竜
王
が
王
座
戦

に
勝
利
し
て
、
史
上
初
の
「
８
冠
」
独
占
を
達
成
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
一
方
で
は
、
夏
の
平
均
気
温
は
過
去
最
高
を
更
新
し
、

記
録
的
猛
暑
と
な
り
ま
し
た
。
農
作
物
へ
の
影
響
は
大
き
く
、
一

部
の
果
物
な
ど
が
恩
恵
を
受
け
た
一
方
で
、
季
節
野
菜
の
高
騰
が

続
き
、
一
昨
年
来
の
物
価
高
と
相
ま
っ
て
家
計
を
直
撃
し
ま
し
た
。

　

さ
て
、
我
が
国
の
社
会
保
障
の
一
端
を
担
う
健
康
保
険
組
合
に

と
っ
て
の
大
き
な
話
題
は
、「
次
元
の
異
な
る
少
子
化
対
策
」
が

次
々
と
展
開
さ
れ
た
こ
と
で
し
た
。

　

我
が
国
の
少
子
化
対
策
は
、
１
９
９
０
年
に
報
告
さ
れ
た
出
生

率
が
、
１
９
６
６
年
・
丙
午
（
ひ
の
え
う
ま
）
年
の
１
・
58
を
下

回
っ
て
「
１
・
57
シ
ョ
ッ
ク
」
と
し
て
認
知
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

て
か
ら
で
し
た
。
こ
の
30
年
間
に
「
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
」、「
新
エ

ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
」
と
続
き
、
少
子
化
対
策
基
本
法
の
制
定
、
次
世

代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
制
定
、
そ
し
て
、「
子
育
て
安
心
プ
ラ

新
年
の
ご
挨
拶

全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会

会
長　

高 

井 

昌 

史
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ン
」
へ
と
繋
が
っ
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
残
念
な
こ
と
な
が
ら
足
下
の
出
生
率
は
１
・
26
と
な

っ
て
、
ま
さ
に
「
待
っ
た
な
し
」、「
ラ
ス
ト
チ
ャ
ン
ス
」
の
状
況

に
あ
る
こ
と
を
全
国
民
が
認
識
し
て
、
今
こ
そ
徹
底
し
た
少
子
化

対
策
に
取
り
組
む
重
要
性
が
強
調
さ
れ
ま
し
た
。

　

昨
年
４
月
か
ら
「
こ
ど
も
基
本
法
」
が
施
行
さ
れ
、
６
月
に
閣

議
決
定
さ
れ
た
「
こ
ど
も
未
来
戦
略
方
針
」
に
沿
っ
て
、
年
末
に

は
「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
中
に
は
、
今
後
３
年
間
の
集
中
的
な
取
組
み
と
し
て
、「
加

速
化
プ
ラ
ン
」
を
推
進
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
そ
れ
を
支
え
る
安
定

的
な
財
源
の
確
保
策
の
一
つ
と
し
て
「
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援

金
」
の
仕
組
み
を
導
入
す
る
こ
と
に
な
り
、
関
連
法
案
を
本
年
の

通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
支
援
金
は
、
全
世
代
で
公
平
に
負
担
す
る
こ
と
と
し
、
被

用
者
に
あ
っ
て
は
健
康
保
険
の
保
険
者
が
徴
収
し
て
特
別
会
計
に

納
付
す
る
こ
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
詳
細
な
設
計
は
本
年
内
に
行

わ
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
健
康
保
険
組
合
と
し
て
は
介
護
納
付

金
の
仕
組
み
の
二
の
舞
に
な
ら
な
い
よ
う
に
注
視
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
令
和
４
年
度
後
半
か
ら
続
く
医
療
費
の
大
き
な
伸
び
は
、

未
だ
に
沈
静
化
の
き
ざ
し
が
見
ら
れ
ま
せ
ん
。
そ
ん
な
状
況
の
中
、

本
年
の
診
療
報
酬
改
定
で
は
診
療
報
酬
本
体
を
０
・
88
％
引
き
上

げ
る
こ
と
で
作
業
が
進
ん
で
い
ま
す
。
医
療
従
事
者
に
対
す
る
処

遇
改
善
の
必
要
性
は
重
々
承
知
し
て
い
ま
す
が
、
そ
れ
を
診
療
報

酬
で
政
策
的
に
誘
導
す
る
こ
と
は
、
伸
び
続
け
る
国
民
医
療
費
を

さ
ら
に
膨
張
さ
せ
る
結
果
と
な
っ
て
、
安
定
的
で
持
続
可
能
な
皆

保
険
制
度
を
構
築
で
き
る
の
か
甚
だ
心
配
で
す
。
こ
の
医
療
費
の

動
向
に
つ
い
て
も
引
き
続
き
注
視
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

　

こ
の
よ
う
な
環
境
の
中
、
４
月
か
ら
は
前
期
高
齢
者
納
付
金
の

給
付
費
調
整
に
部
分
的
に
『
報
酬
調
整
』
が
導
入
さ
れ
、
さ
ら
に

は
大
き
く
伸
び
る
医
療
給
付
費
や
更
な
る
保
健
事
業
の
推
進
な
ど
、

来
年
度
予
算
編
成
に
頭
を
悩
ま
せ
て
い
る
健
康
保
険
組
合
も
多
い

こ
と
と
察
し
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
本
年
12
月
１
日
を
も
っ
て
現
行
の
健
康
保
険
証
の
発

行
を
廃
止
す
る
こ
と
が
公
表
さ
れ
、
年
頭
か
ら
年
末
ま
で
、
い
わ

ゆ
る
マ
イ
ナ
保
険
証
へ
の
移
行
へ
慌
た
だ
し
い
準
備
作
業
が
続
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

本
年
は
「
辰
（
た
つ
） 

年
」
で
す
。
活
力
旺
盛
に
な
っ
て
大
き

く
成
長
し
、
形
が
整
う
年
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
混
乱
な
く
最
新

の
被
保
険
者
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
環
境
が
迅
速
に
整
う
よ
う

願
っ
て
や
み
ま
せ
ん
。

　

全
総
協
は
、
本
年
も
健
康
保
険
組
合
連
合
会
と
も
連
携
の
上
、

全
力
を
挙
げ
て
総
合
健
康
保
険
組
合
の
発
展
の
た
め
に
活
動
し
て

ま
い
り
ま
す
の
で
、
皆
様
方
の
一
層
の
ご
協
力
と
ご
支
援
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

　

結
び
に
、
会
員
組
合
の
ま
す
ま
す
の
ご
発
展
と
皆
様
方
の
ご
健

勝
、
ご
活
躍
を
祈
念
し
て
年
頭
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。
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制
度
改
正
の
年
！
　

―
―
安
心
で
き
る
制
度
を
将
来
世
代
に
引
き
継
い
で
い
く
た
め
に
‼

厳
し
い
予
算
編
成
環
境

　

コ
ロ
ナ
禍
で
健
保
組
合
を
取
り
巻
く
環
境
が
変

化
す
る
中
で
、
令
和
６
年
度
予
算
編
成
に
大
変
な

苦
労
を
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
推
察
さ
れ
る
。
加
え

て
、
予
定
さ
れ
て
い
る
多
く
の
改
正
（
診
療
報

酬
・
介
護
報
酬
・
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
改

定
、
第
３
期
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
、
第
４
期
特
定

健
診
・
特
定
保
健
指
導
、
第
４
期
医
療
費
適
正
化

計
画
等
）
に
伴
う
事
業
計
画
・
予
算
へ
の
対
応
も

求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

健
保
組
合
の
加
入
者
を
は
じ
め
と
す
る
現
役
世

代
は
、
長
ら
く
過
重
な
負
担
を
強
い
ら
れ
て
き
た
。

昨
年
５
月
に
成
立
し
た
改
正
法
は
、
現
役
世
代
の

負
担
軽
減
に
資
す
る
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
た
も
の

の
十
分
と
は
言
え
ず
、
課
題
も
残
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
昨
年
暮
れ
の
予
算
編
成
過
程
で
の
議
論

の
中
で
、
少
子
化
対
策
の
財
源
の
賦
課
・
徴
収

ル
ー
ト
は
医
療
保
険
制
度
を
活
用
す
る
こ
と
と
さ

れ
、
介
護
保
険
の
保
険
料
徴
収
に
似
た
仕
組
み
に

な
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　

一
方
、
医
療
費
の
動
向
は
コ
ロ
ナ
前
を
上
回
る

ペ
ー
ス
で
増
大
し
、
令
和
４
年
度
の
医
療
費
は
、

前
年
比
４
・
０
％
増
。
コ
ロ
ナ
前
の
令
和
元
年
度

比
で
は
５
・
５
％
増
と
な
り
、
令
和
５
年
度
の
組

合
財
政
は
大
幅
な
赤
字
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
団
塊
の
世
代
」
の
全
て
の
方
々
が
75
歳

以
上
に
な
る
２
０
２
５
年
に
は
、
認
知
症
の
方
も

７
０
０
万
人
に
達
す
る
と
推
計
さ
れ
、
一
人
年
間

約
２
９
８
万
円
の
薬
価
と
な
っ
た
ア
ル
ツ
ハ
イ

マ
ー
病
の
治
療
薬
「
レ
カ
ネ
マ
ブ
」
の
保
険
適
用

等
に
よ
り
、
医
療
・
介
護
費
用
の
負
担
増
の
足
音

は
増
々
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
令
和
６
年
度
以
降
、

多
く
の
組
合
が
保
険
料
率
の
引
上
げ
を
迫
ら
れ
る

も
の
と
考
え
ら
れ
、
も
し
引
上
げ
が
実
行
さ
れ
れ

ば
賃
上
げ
に
よ
る
効
果
は
打
ち
消
さ
れ
、
給
与
の

手
取
り
額
は
増
え
ず
、
子
育
て
世
代
の
暮
ら
し
も

改
善
さ
れ
な
い
。

制
度
を
越
え
た
歳
出
改
革
の
議
論
を

　

昨
年
11
月
20
日
に
発
表
さ
れ
た
財
政
制
度
等
審

議
会
の
「
令
和
６
年
度
予
算
の
編
成
等
に
関
す
る

建
議
」
で
は
、
医
療
・
介
護
・
障
害
の
３
報
酬
改

定
は
、
保
険
料
負
担
抑
制
や
歳
出
改
革
に
大
き
な

影
響
を
及
ぼ
す
た
め
、
メ
リ
ハ
リ
を
つ
け
た
改
定

を
行
い
、
現
役
世
代
等
の
保
険
料
負
担
を
最
大
限

抑
制
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
目
指
す
べ
き

は
、
こ
れ
か
ら
生
ま
れ
る
「
将
来
世
代
」
も
含
む

全
て
の
世
代
が
相
互
に
支
え
合
う
全
世
代
型
社
会

保
障
で
あ
り
、
医
療
・
介
護
の
過
剰
な
給
付
を
抑

制
し
て
い
く
こ
と
で
、
将
来
不
安
を
取
り
除
い
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

報
酬
改
定
を
医
療
・
介
護
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
の

中
だ
け
で
議
論
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
保
険
料
負
担

抑
制
や
歳
出
改
革
は
進
ま
ず
、
少
子
化
対
策
の
財

源
を
捻
出
す
る
こ
と
も
で
き
な
く
な
る
。
限
ら
れ

た
資
源
の
制
度
間
の
共
有
な
ど
に
よ
る
効
率
化
や

報
酬
の
再
配
分
等
に
よ
り
財
源
を
捻
出
す
る
視
点

が
必
要
で
あ
る
。

皆
保
険
制
度
の
維
持・継
続
に
向
け
て

　

健
保
組
合
は
自
主
自
立
の
保
険
者
で
あ
り
、
事

業
主
・
加
入
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
自
由
度
の
高

い
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
強
み
が
あ
る
。

技
術
の
進
化
や
デ
ー
タ
の
活
用
、
地
域
と
の
連
携

を
強
化
し
、
個
々
人
の
健
康
を
支
え
る
柱
と
し
て
、

組
合
内
に
と
ど
ま
ら
ず
社
会
全
体
に
貢
献
し
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
く
。

　

昨
年
の
健
康
保
険
組
合
全
国
大
会
の
ス
ロ
ー
ガ

ン
は
、
①
社
会
情
勢
の
変
化
を
見
据
え
、
全
世
代

で
支
え
合
う
制
度
へ
、
②
医
療
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、

国
民
の
健
康
と
安
心
を
確
保
、
③
安
全
・
安
心
で

効
果
的
・
効
率
的
な
医
療
提
供
体
制
の
構
築
、
④

保
険
者
機
能
の
推
進
に
よ
る
健
保
組
合
の
価
値
向

上
、
で
あ
り
、
④
を
除
け
ば
、
全
世
代
型
社
会
保

障
構
築
会
議
の
基
本
理
念
と
ほ
ぼ
一
致
し
て
い
る
。

　

つ
ま
り
、
こ
れ
か
ら
の
健
保
組
合
の
使
命
が
こ

の
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
集
約
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

　

い
よ
い
よ
来
年
は
２
０
２
５
年
、
団
塊
の
世
代

が
全
て
後
期
高
齢
者
と
な
り
、
高
齢
者
数
の
ピ
ー

ク
を
迎
え
る
２
０
４
０
年
に
向
け
て
我
々
健
保
組

合
は
、
国
民
皆
保
険
制
度
を
支
え
る
一
員
と
し
て

制
度
を
維
持
・
継
続
さ
せ
て
い
く
た
め
に
、
国

民
・
加
入
者
の
立
場
に
立
っ
た
「
意
見
・
主
張
」

を
内
外
に
し
っ
か
り
と
発
信
し
て
い
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
そ
し
て
、
将
来
世
代
が
安
心
し
て
暮

ら
す
こ
と
が
で
き
る
制
度
を
襷
（
た
す
き
）
と
し

て
繋
げ
て
い
く
た
め
に
。
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••••••••••••••••••••••

　全国総合健康保険組合協議会は令和５年12月
13日、東京都千代田区の薬業健保会館で厚生労
働省保険局保険課と令和６年度予算編成に関す
る事務打合せ会が行われた。
　全総協が令和５年６月30日に厚労省に提出し
た62項目（うち重点・新規要望事項は29項目）
のうち、33項目に対して保険局保険課から回答

が示され、同課の菊地博史健康保険組合指導調
整官が回答内容と、マイナンバーカードと保険
証の一体化に向けた取組状況について説明した。
　全総協からは、副会長、地協会長、委員会委
員長ら13名が出席し、質疑応答や、活発な意見
交換が行われた（要望事項と回答は次頁以降に
全文を掲載）。
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全総協・厚労省事務打合せ会

令和６年度予算編成に関する
要望事項及び回答
―全総協が厚労省保険課と事務打合せ会―
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令和６年度予算編成に関する要望事項及び回答

（令和５年12月13日）
Ⅰ　重点要望事項・新規要望事項
１�．高齢者医療制度への公費拡充のための安定財源を確保するとともに、高齢者医療の負担構造の見直し、国

民所得の伸びを上回って増え続ける国民医療費の抑制策等も含め、持続可能な医療保険制度確立のための更
なる見直しを早急に行っていただきたい。（継続）

【回答】
　令和４年以降、団塊の世代が75歳以上となり始める中、支え手の中心となる生産年齢人口の減少が加速するこ
とが想定され、現役世代の負担上昇を抑えつつ、全ての世代の方々が安心できる社会保障制度を構築することが
喫緊の課題である。
　そのため、令和４年10月１日から、現役並み所得者を除き、75歳以上の方等で一定以上の所得がある方は、医
療費の窓口負担割合を２割とする見直しを行ったところ。
　また、医療保険制度改革として、令和６年度から、後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と現役世代で公平に
支え合うため、後期高齢者負担率の設定方法について、「後期高齢者１人当たりの保険料」と「現役世代１人当
たりの後期高齢者支援金」の伸び率が同じとなるよう見直すこととしている。
　今後も、「骨太の方針2023」等を踏まえながら、持続可能な全世代型社会保障の実現に向け、引き続き検討を
行ってまいりたい。
　なお、財政状況が大変厳しい中で、更なる公費投入は困難であることはご理解いただきたい。

２�．高齢者医療制度について､ 次のとおり改善するよう検討していただきたい。
２�．①　増え続ける膨大な医療費の軽減と世代間の公平な負担を図るため、前期高齢者、後期高齢者の自己負

担割合を以下のとおりとすること。（継続）
　　　前期高齢者…３割負担（住民税非課税者２割負担）
　　　後期高齢者…２割負担（現役並み３割､ 住民税非課税者１割負担）とするが、将来的には３割負担

【回答】
　自己負担割合の見直しについて．令和４年10月１日から窓口負担割合の見直しを実施した。持続可能な医療保
険制度確立のため、制度全般の諸課題について引き続き検討を行ってまいりたい。

２�．②　納付金等が過大な負担とならないよう、引き続き高齢者支援金等負担助成事業を継続し、交付基準の
緩和及び国庫補助金の増額に向け、新たな規定等を設けるなど制度化を図ること。

　　なお、健保組合への支援として、令和４年12月に決定した追加支援について確実に実施すること。（修正）

【回答】
　後期高齢者支援金等の拠出金負担については、医療保険制度改革により、平成29年度から、
①拠出金負担の重い保険者への負担軽減を拡充し、100億円の国費を充てる措置を制度化するとともに、
②前期高齢者納付金の負担の重い保険者に対して、600億円の追加支援による予算措置を行っているところ。
　さらに、今般の制度改正において、後期高齢者負担率の見直しと併せ、令和６年度から特例的に健康保険組合
に対する国費による更なる支援（430億円）を行い、現役世代の負担上昇を抑制することとしている。
　被用者保険者に対する必要な負担軽減が行えるよう、今後ともできる限りの努力をしてまいりたい。

２�．③　前期高齢者納付金の算定に当たって､ 被保険者１人当たり前期高齢者給付費の上限のほかに､ 前期高
齢者個人の診療報酬明細書１件当たりの上限額を設定すること。

　　なお、上限を超える分については、公費負担とすること。（継続）

【回答】
　前期財政調整は、保険者間の前期高齢者の偏在による負担の不均衡を調整するため、国保・被用者保険の各保
険者が、その加入者数に応じて負担する費用負担の調整を行うものであるが、各保険者の医療費適正化努力を促
進する観点から、１人当たり前期高齢者給付費が著しく高い保険者について、一定の基準を超える部分を調整対
象から除外しており、高額給付ケースが生じた場合の影響はこの中で対応しているところ。
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２�．④　現役世代の負担を軽減するため､ 後期高齢者医療制度の現役並みの所得者に係る後期高齢者医療給付
費への公費投入を行うこと。（継続）

【回答】
　後期高齢者のうち、現役並み所得区分の被保険者の医療給付費については、公費負担の対象としておらず、後
期高齢者支援金90％、後期高齢者自身の保険料10％で賄われている。
　これは、平成14年に老人保健制度の見直しを行う際に、制度の持続可能性確保のため、公費負担割合を３割か
ら５割に引き上げるとともに、限られた公費の重点化を図る必要があったことから、現役並み所得がある者につ
いて、窓口負担割合を２割とするとともに公費負担を行わないこととしたものであり、後期高齢者医療制度にお
いても、同じ仕組みとしたもの。
　財政状況が大変厳しい状況では公費投入に限界があることはご理解いただきたい。

２�．⑤　後期高齢者医療制度について､ その支援金を前期高齢者納付金等により財政調整対象とすることは制
度の趣旨に反しており、速やかに廃止するなど、前期高齢者の費用負担構造の見直しを早急に実施すること。

（継続）

【回答】
　前期高齢者については、保険者間の偏在を調整した後の加入者数を基に後期高齢者支援金を賦課しているが、
①�特段の調整を行わない場合、退職後の前期高齢者の国保への偏在により、前期高齢者に賦課される後期高齢者

支援金は８割が国保の負担となり、国保への過重な負担となること、
②�前期高齢者に賦課される後期高齢者支援金も、前期高齢者の偏在によりもたらされる負担であり、
前期高齢者医療給付費と同様に全ての保険者で負担を分かち合うことが適当であると考えている。

２�．⑥　国民健康保険において保険料率､ 収納率等の赤字構造問題の改革を行わないまま、前期高齢者納付金
で支援することは不合理であり、到底納得できるものではないので､ 前期高齢者納付金を別建て管理する方
法等を検討すること。（修正）

【回答】
　国民健康保険は、被保険者の年齢構成が高く、無職や非正規雇用の労働者など、所得水準が低い被保険者が増
加している等の構造的な課題がある。
　平成30年度の国保制度改革により、都道府県と市町村が共同で運営する仕組みとし、都道府県単位で安定的な
財政運営を確保するとともに、法定外繰入の解消・都道府県単位での保険料水準統一や収納率向上に向けた取組
を着実に進めており、予防・健康づくりをはじめとする医療費適正化等に積極的に取り組む自治体を保険者努力
支援制度により支援するなどの取組も行ってきた。
　その上で、国民健康保険においては、給付費や後期高齢者支援金等の総額から前期高齢者交付金等の額を除い
た上で、一部を公費で負担し、残りの部分を保険料で賄っており、このうち保険料については、世代ごとに区分
することなく、加入者全体の収支を踏まえ、被保険者の所得水準等に応じて賦課されている。
　このため、前期高齢者に係る収支のみを切り出して、前期高齢者納付金を別建て管理することは適当ではない
と考えている。

３�．被扶養者認定基準について、基準の統一化・明確化等を検討していくとのことですが、検討状況について
ご教示いただきたい。

　　また、次の事項についても併せて検討していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　今般、被扶養者の年収確認（いわゆる「130万円の壁」）の取扱いについては、「「年収の壁・支援強化パッケー
ジ」について」（令和５年９月29日付保保発0929第７号厚生労働省保険局保険課長通知）及び「「年収の壁・支援
強化パッケージ」における、社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外及び事業主の証明による被扶養者認定の
円滑化の取扱いについて」（令和５年10月20日付保保発1020第３号厚生労働省保険局保険課長通知）でお示しし
たところ。引き続き、必要な検討を進めてまいりたい。
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３�．①　適用拡大の対象とならない被扶養者のほうが、適用拡大の対象となる被保険者より収入が多くなるこ
とがあるため整合性がなく，更なる適用拡大に向けて取り組むためにも、被扶養者の年間収入基準額の「130
万円未満」を「106万円未満」に引き下げること。（継続）

【回答】
　被扶養者認定基準のうち年間収入130万円未満という基準を短時間労働者の適用の基準の106万円（8.8万×12）
未満とすることは、現時点で考えていない。
　一方で､ 被用者保険の適用拡大が図られると、短時間労働者に対しては､「130万円の壁」を消失させる効果が
あり、更なる適用拡大に向けて取り組んでいきたい。

３�．②　収入がある者の被扶養者の年間収入基準額（60歳以上の老年者又は概ね障害年金の受給要件に該当す
る程度の障害者である場合は180万円未満）について、早急に生活や就労の実態を調査し、年齢基準を見直
すこと。（修正）

【回答】
　「60歳以上」の者については、年間収入基準が年間180万円未満であることを要件としているが、この要件の見
直しについては、生活や就労の実態を踏まえ、慎重に検討していく必要があると考えており、必要な対応を行っ
てまいりたい。

３�．③　収入がある者の被扶養者認定における「自営業者」の収入について、早急に実態を調査し、自営業者
以外の被扶養者と同様に、総収入をもって判断できるよう、関連通知を廃止していただくか､ 具体的な取扱
い基準を示すこと。（修正）

【回答】
　自営業者の収入に関する基準について、組合間のばらつきをなくすことは重要と考えており、引き続き、実態
を踏まえつつ、必要な対応を検討してまいりたい。

４�．同一期間中の傷病手当金と育児・介護休業給付金の給付調整について、昨年の回答では、「給付の目的が異
なり、併給調整を行うことは適当ではないと考えている」とありますが、重複給付された場合、就労中の収
入を上回ることとなり不適当と思われるので､ 給付調整を行うよう法改正していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　傷病手当金と労災保険法による休業補償給付等は、労働者が疾病等の療養のため労務不能となった場合の所得
補償を行う点で給付の目的が同一であり、傷病手当金は業務外の保険事故、休業補償給付等は業務上の保険事故
に対しそれぞれ給付されることとなっている。
　他方、雇用保険法の育児・介護休業給付については、労働者が育児休業等を取得しやすくし、その後の円滑な
職場復帰を援助・促進することを目的として設けられているものであり、傷病手当金とは給付の目的が異なるた
め、併給調整を行うことは適当ではないと考えている。

５�．「介護保険料減額更正請求事件（平成25年５月27日最高裁判決）」により、保険料を減額更正する場合には、
期間制限には服さないとする判決が確定され、この判決をきっかけに、国民健康保険法、介護保険法、高確
法においては、権利義務を確定させるという趣旨で「賦課決定の期間制限」の規定を追加しているところで
す（平成27年４月施行）。同様の規定を健康保険法に定めていただき、遡及できる期間の制限を設けていた
だきたい。（継続・修正）

【回答】
　更正減額又は取り消した際は、徴収した保険料を還付することとなるが、取り消し等が発生した原因として被
保険者の責に帰することのできない事由により遡って資格の得喪が生じる場合があるため、保険料の徴収決定済
額を更正減額又は取り消した場合に、遡ることができる期間について制限は設けていない。
　したがって、ご要望いただいた見直しは､ 上記のような場合が存在するため、慎重な検討が必要である。
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６�．傷病手当金の支給日額が、支給開始日の属する月以前の継続した12か月の標準報酬月額を基に算定するよ
う見直されましたが、これにより、定年後再雇用者などは現状の報酬、日額と大きな差が生じている事例が
見受けられます。大きな差が生じない日額の決め方について検討していただきたい。（継続）

【回答】
　60歳以上の者で退職後継続して再雇用される者については､ 高齢者の継続雇用を支援する観点から、再雇用時
に、使用関係が一旦中断したものとみなし、事業主から被保険者資格喪失届及び被保険者資格取得届を提出させ
る取扱いとして差し支えないこととしている。
　それに伴い、当該取扱いをした直後（12月以内）に傷病手当金を受給する場合は、直近12月の標準報酬月額か
ら計算するのではなく、新規取得と同様に直近の継続した各月の標準報酬月額を平均した額の30分の１に相当す
る額か全被保険者の同月の標準報酬月額を平均した額を標準報酬月額の基礎となる報酬月額とみなしたときの
標準報酬月額の30分の１に相当する額の少ない方の額を基礎として計算いただいて差し支えない。

７�．国税で認められている「事前確定届出給与に関する届出」制度を利用した場合は、賞与を含めた年間総報
酬額を12か月分で案分した額を標準報酬月額とするよう検討していただきたい。（新規）

【回答】
　健康保険法第３条において「報酬」及び「賞与」は明確に定義されているところであり、この定義に基づき、
法第40条及び第45条に則り適切に標準報酬月額と標準賞与額の算定を行っていただきたい。
　（参考）健康保険法第３条
　５�　この法律において「報酬」とは、賃金、給料、俸給、手当、賞与その他いかなる名称であるかを問わず、

労働者が、労働の対價として受けるすべてのものをいう。ただし、臨時に受けるもの及び３月を超える期間
ごとに受けるものは、この限りでない。

　６�　この法律において「賞与」とは、賃金、給料、俸給、手当、賞与その他いかなる名称であるかを問わず、
労働者が、労働の対價として受けるすべてのもののうち、３月を超える期間ごとに受けるものをいう。

８�．前期高齢者納付金の負担調整及び特別負担調整における義務的経費に占める拠出金の割合の算出に当た
り、総報酬割が導入されている後期高齢者支援金を除いた、新たな仕組みを検討していただきたい。

　�　その際には、医療費が高いため義務的経費に占める拠出金割合の基準に該当しない保険料率が高い財政の
厳しい保険者が対象となるよう、前期高齢者納付金の財源率や保険料率を考慮した仕組みとしていただきた
い。（新規）

【回答】
　負担調整及び特別負担調整は、義務的経費（拠出金（後期高齢者文援金及び前期高齢者納付金等の高齢者医療
への拠出金）及び法定給付費）に占める拠出金の負担割合が重い保険者を支援する仕組みであり、
　前期高齢者納付金に対しては、高齢者医療運営円滑化等補助金において、総報酬に占める納付金負担割合（所
要保険料率）や納付金負担の伸びに着目した負担軽減を行っているところ。
　加えて、令和６年度から負担能力に応じた負担の観点から、前期財政調整について、被用者保険者間では報酬
水準に応じた調整（報酬調整）を部分的に導入するほか、国費により特別負担調整や高齢者医療運営円滑化等補
助金を拡充することとしている。

９�．令和６年度から前期高齢者納付金の財政調整における報酬調整が導入されるが､ 導入後の納付金額がどの
程度増減するのか ｢計算ツール（諸係数など）｣ を早急に提供していただきたい。（新規）

【回答】
　年末の予算編成を踏まえ、12月下旬に提供できるよう準備してまいりたい。

10�．少子化対策については、国の喫緊の課題として検討が進められているところです。少子化対策は推進すべ
きでありますが、出産育児一時金の増額、不妊治療の保険適用、育児休業中の保険料免除等の健康保険にお
ける少子化対策は、健保組合にとっても過重な負担となります。

　�　厳しい財政状況となっている健保組合への影響を十分に注視するとともに、少子化対策の推進に資する健
保組合の取組みへの支援等、必要な財政支援を実施していただきたい。（新規）

【回答】
　少子化対策については健康保険組合はじめ関係者の意見を丁寧に聞きながら取り組んでまいりたい。
　また、出産・子育ての環境整備等を行っている健康保険組合に対する財政支援について、令和５年度補正予算
として措置を行っている。
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11�．保険者機能を発揮できない介護保険制度の徴収事務は国の事務としていただきたい。
　　なお、前記が実施されるまでの間は、次の措置を講じていただきたい。（継続）

【回答】
　第２号保険料に係る介護納付金については、一定の算定式に基づいて算定された額を、拠出金として各医療保
険者に対して賦課する仕組みとしている。
　具体的には、介護納付金は、当年度分を概算により賦課し、２年後に確定額との差額を精算する仕組みを採っ
ており、毎年度の介護納付金の金額は、当年度分の概算納付金額から、前々年度分の精算額を加減した額となっ
ている。
　医療保険者によって前々年度分の精算額に差が生じ得ることを踏まえ、各医療保険者において、個々の介護納
付金の額に応じた保険料率を設定いただいているところである。今後もご協力をお願いしたい。

11�．①　介護納付金の全面総報酬割への移行により、異なる被用者保険の間であっても、特定被保険者制度採
用の有無を除けば、同一の報酬に対する保険料負担（料率）の差はなくなる制度設計であったが、導入後も
解消されていない。

　�　各医療保険者は介護保険の保険者ではないため、国が財政調整に必要な全国一律の保険料率を設定するよ
う見直すこと。（継続）

【回答】
　介護納付金については、令和２年度より全面総報酬割を実施していることから、当年度の概算納付金額（介護
保険法第151条第１項）については、保険者ごとの総報酬に比例するものとなっている。
　その上で、介護納付金においては、概算払い・確定精算の仕組みを採っていることから、前々年度の納付実績

（納付金額の規模）などによっては、当年度の「納付金の額」に差が生じ得るところであり、各保険者において
適切に保険料を設定されているものと認識している。
　ご提案については、概算払い・確定精算の仕組みをはじめ、介諧納付金制度の抜本的な見直しとなることから、
慎重な議論が必要なものと考える。

11�．②　第２号被保険者の減少等により、毎月の介護納付金に大幅な不足が生する場合には、年度内に減額調
整できるようにすること。（継続）

【回答】
　医療保険者の介護納付金の算定に用いる第２号被保険者の見込数について過大又は過小が見込まれる場合に
は、医療保険者からの申請に基づき、支払基金が厚生労働大臣の承認を受けて算定する数に補正することとして
いる。
　このように申請いただいた第２号被保険者数等をもとに各医療保険者の概算納付金を算定しているところで
あり、このような仕組みについてご理解いただきたい。

12�．後期高齢者支援金の加算減算制度を廃止し、新たに、公費を財源とするインセンティブ制度を創設してい
ただきたい。

　　なお、廃止までの間は、総合健保組合の目標実施率について、更に緩和等を行っていただきたい。（継続）

【回答】
　令和６年度からの後期高齢者支援金の加算・減算制度については、関係者に検討をいただいた上で了承された
ところ。
　特定健診・保健指導は保険者の法定義務であるため、相互扶助の観点からも目標値に向けて一定程度の努力を
していただくこと、また特定健診・保健指導以外の保健事業についても、加入者の健康管理のために取り組んで
いただくよう、インセンティブ制度を実施している。今後も効果検証等を踏まえ、保険者団体等と協議しながら、
検討してまいりたい。

13�．被扶養者認定の際に、40歳以上の者に対しては「特定健診の受診」を案内することにより、特定健診の受
診率向上に向けた仕組みを構築していただきたい。（新規）

【回答】
　特定健診の受診率向上において、個別に特定健診の受診を促すことは重要とされている。各健康保険組合にお
ける各々の課題を踏まえた上で、被扶養者認定をはじめとした様々な契機をとらえて、受診率向上に向けた取組
みを実施していただきたい。
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14�．事業主に義務付けされる労働安全衛生法による定期健診・保健指導と、健保組合に義務付けされる特定健
診・特定保健指導を連係させ、互いにデータを送る仕組みの構築を検討していただきたい。（新規）

【回答】
　「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に関する協力依頼について」（令和２年12月23日付基発1223第５
号・保発1223第１号厚生労働省労働基準局長・保険局長連名通知）別紙（令和５年７月31日一部改正）において、
定期健康診断等の結果の情報提供等に係る、事業者と保険者の連携について基本的な考え方を示しているため、
当該通知等を参照の上、必要な連携を進めていただきたい。

15�．国は特定健診の実施及び実績報告を保険者に義務付けていることから、実施機関から保険者へのデータ提
供については、国が定めるXML形式とすることを必須にしていただきたい。

　　また､ 服薬・喫煙等の問診データの提供についても必須にしていただきたい。（継続・修正）

【回答】
　標準的なデータファイル仕様（XML）の送付義務として、委託先となる健診・保健指導機関については、委
託基準告示で定める委託基準において、電子的記録を作成し、安全かつ速やかに納品ができることを条件として
おり、標準的なデータファイル仕様での授受が望ましい。
　このため、「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」において、実施機関が保険者から業
務を受託するためには、標準的なデータファイル仕様を遵守する必要があることを定めており、令和５年７月31
日付事務連絡「保険者から社会保険診療報酬支払基金等への40歳未満の事業者健診結果情報の報告のためのファ
イル仕様」のホームページへの掲載等について（周知）」においても、健診・保健指導実施機関等の関係団体に
対し、標準的なデータファイルを使用するよう周知している。
　服薬・喫煙等の問診については、労働安全衛生法における健診では必須でないが、「定期健康診断等及び特定
健康診査等の実施に関する協力依頼について」（令和２年12月23日付基発1223第５号・保発1223第１号厚生労働
省労働基準局長・保険局長連名通知）別紙（令和５年７月31日一部改正）において、原則として、特定健康診査
の必須項目である服薬歴及び喫煙歴を含む問診票を用いて行い、その結果を保険者に提供することとしている。

16�．マイナンバー制度については、具体的なメリットを享受できない中で遅営費等を負担させられていますが、
中間サーバー等に係る必要経費、ネットワーク接続経費、その後の運用に要する経費等について、全額国の
負担としていただきたい。

　�　また、制度に対応するためのシステム改修､ 機器設備の購入、データ管理料等の費用負担及びセキュリ
ティ対策等に係る事務作業の増加による人的負担に対して、相応の国庫補助をしていただきたい。（継続）

【回答】
　マイナンバー制度は、公法人として国に代わって被保険者等の加入者サービス（利便性）向上を図るための施
策であり、健康保険証の利用登録によって、加入者が「よりよい医療」を受けることができる等のメリットがあ
る。その点等を踏まえ、運用経費を保険者負担としていることをご理解いただきたい。なお、中間サーバーの運
用・保守費用については、固定化させることなく、稼働実績等を踏まえて、定期的に見直しを行っている。
　また、令和６年秋からの健康保険証とマイナンバーカードの一体化に対応するためのシステム改修の補助につ
いては、令和５年度補正予算として、必要な予算について措置を行っている。

17�．マイナンバー制度（オンライン資格確認）は、被保険者等の加入者サービス（利便性）向上を図るための
施策であるということは理解しますが、J-LIS照会時の手数料については、今後全件照会が計画されているこ
ともあり、ますます重い負担となりますので、単価の引下げや公費による支援措置を講じていただきたい。

（継統・修正）

【回答】
　オンライン資格確認におけるデータの正確性を確保するため、今回、入念的な取組として実施するデータ全体
の点検については、特例的にJ-LIS照会に係る手数料を無料とすることとしている。
　なお、保険者が加入者のデータを医療保険者等向け中間サーバーに登録する際に自ら実施するJ-LIS照会につ
いては、各保険者の責任において実施いただいているものであり、その手数料は各保険者において負担いただく
こととしている。
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18�．マイナンバーカードの住所情報を変更すると、金融機関に情報提供して金融機関側の登録住所に反映され
る仕組みが５月16日に開始されました。金融機関等が公的個人認証サービスを使用して事前に本人同意を得
ている場合、最新の４情報（住所、氏名、生年月日、性別）をJ-LISから入手できるようになるとの事です。
保険者へも住所変更の情報を入手できるよう仕組みを構築していただきたい。（新規）

【回答】
　ご指摘の､ 公的個人認証サービスを利用した最新の利用者情報（４情報）提供サービスについては、本年５月
より、デジタル庁から提供されているものと存じますが、当該サービスについては、原則として金融機関等の各
事業者が主務大臣の認定を受けた上で、内部システムの構築・改修を行う必要があると伺っている。
　各保険者の判断において、当該サービスの導入をご検討いただくことは差し支えないが、医療保険者全体での
導入を検討する場合、仕組みのあり方の検討やシステムの構築・改修に係る費用負担などの課題があると考えて
いる。

19�．オンライン資格確認に対応するための組合基幹システムの改修や資格確認書の作成に伴うシステムの改修
経費等については、国庫補助の対象になるとのことですが、運営維持経費等についても全額国庫負担として
いただきたい。（継続）

【回答】
　マイナンバー制度は、公法人として国に代わって被保険者等の加入者サービス（利便性）向上を図るための施
策であるという点等を踏まえ、運用経費を保険者負担としていることをご理解いただきたい。

20�．オンライン資格確認における資格重複チェックにおいて、被扶養者に認定されたままのケースが多くあり、
また、保険者によって重複チェックを実施している保険者と未実施の保険者があることから、早急に根本的
な資格重複の是正に向けた法整備が必要です。そのため、現在の検討状況についてご教示いただきたい。（継
統・修正）

【回答】
　ご指摘の「法整備」及び「現在の検討状況」の指すところが明らかではないため回答が困難であるが、適正な
資格管理は重要であり、オンライン資格確認における資格重複チェック等を活用し、引き続き適正な管理に努め
ていただきたい。

21�．オンライン資格確認が導入されたものの「限度額適用認定証」の交付枚数が減少していないことから、保
険医療機関等に対してオンライン資格確認操作マニュアルの周知を働きかけていただきたい。（新規）

【回答】
　マイナンバーカードを健康保険証として利用していただくことで、
・�転職等の際に新しい健康保険証が届くのを待たずに、データが登録された時点で、すぐに健康保険証として利

用できる
・�患者が限度額認定証等を持参していなくても、高額療養費制度における限度額を超える支払の免除（特に外来）

が受けられる
といったメリットがある。
　こうしたメリットについては、マイナンバーカードの健康保険証としての利用を促進するため、リーフレット
等で周知・広報を行っており、ご指摘の医療機関等向けの運用マニュアルについても周知してまいりたい。
　今後も、保険者や医療機関等の関係者の皆さまのご意見も伺いながら、効果的な周知・広報に努めてまいりた
い。
※これまでの周知・広報の取組
・厚生労働省においてチラシやポスター等の素材を作成し､ 厚生労働省のSNSやホームページに掲載
・医療関係団体に素材を周知し、団体を通じて医療機関等への周知を依頼
・顔認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機関等に対して素材を送付し活用を依頼
・�保険者に素材を周知し、被保険者に周知していただくとともに、マイナンバーカードの保険証利用を進める中

で、利用のメリットを合わせて紹介いただく



― 14 ―

22�．保険医療機関等がレセプトを作成する際に任意の記載となっている項目（受診日、調剤日等）について、
レセプトの振替・分割するために必要な項目（レコード）については、必須項目としていただきたい。（新規）

【回答】
　受診目の追加についてはレセプト様式そのものを修正する必要があり、医療機関等への影響か大きいことから
慎重に検討を進めてまいりたい。

23�．マイナンバーカードと健康保険証の一体化（健康保険証廃止）については、国民全体に関わる仕組みでも
あり、届出等事業主の協力も不可欠なため、国から十分な「周知・広報」を実施していただきたい。（新規）

【回答】
　マイナンバーカードと健康保険証の一体化には、
・�本人の同意に基づき、過去の健康・医療情報を受診した医療機関・薬局に提供し、より良い医療を受けること

ができる
・�患者が限度額認定証等を持参していなくても、高額療養費制度における限度額を超える支払の免除（特に外来）

が受けられる
　など様々なメリットがある。
　�　こうしたメリットについて、国民の皆様により分かりやすくお伝えしていけるよう、更に工夫を積み重ねな

がら、情報発信に取り組んでまいりたい。
※これまでの周知・広報の取組
・厚生労働省においてチラシやポスター等の素材を作成し､ 厚生労働省のSNSやホームページに掲載
・�医療関係団体に素材を周知し、団体を通じて医療機関等への周知を依頼
・顔認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機関等に対して素材を送付し活用を依頼
・�保険者に素材を周知し、被保険者に周知していただくとともに、マイナンバーカードの保険証利用を進める中

で、利用のメリットを合わせて紹介いただく

24�．マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない状況にある者が必要な保険診療等
を受けられるよう、「資格確認書」を書面又は電磁的方法により提供することが予定されているが、現場の
声を最大限取り入れて、その取扱い等は柔軟に対応していただきたい。（新規）

【回答】
　資格確認書等の交付事務に関する詳細については、現在検討しているところであり、保険者の対応に支障が生
じないようお示ししていきたい。
　また、引き続き、健康保険組合連合会のICT委員会等で健康保険組合のご意見も伺いながら、健康保険証とマ
イナンバーカードの一体化を進めてまいりたい。

25�．国が進める行政手続きコスト削減のための基本計画における、電子申請への移行促進については、実施主
体である事業所への周知・広報を行うとともに、健保組合における電子申請環境を整えるための費用につい
ては、国において支援措置を講じていただきたい。（継続・修正）

【回答】
　日本年金機構（年金局）においては適用事業所に係る電子申請の利用促進の観点から、社会保険料納入告知

（額通知）書に同封するお知らせによる広報、郵送物送付の際のパンフレット同封やホームページへの掲載によ
る周知広報のほか、全国社会保険労務士会連合会や人事・給与システムベンダー各社が参加する社会保険システ
ム連絡協議会との連携により、全ての適用事業所に電子申請の利便性に係る情報が行き届くよう取り組んでいる
ところである。
　なお、健康保険組合のデジタル化を進めることは、業務の改善が図られるといった効果もあり、運営経費につ
いては、健康保険組合においてご負担していただきたい。
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26�．電子申請の申請方法について、ワンストップサービスの推進方針に基づき、早急にマイナポータルによる
申請方法に一本化していただきたい。

　�　また、当面の措置として、日本年金機構の届書作成プログラムに健保組合申請用機能を付加（彼扶養者異
動届）し、ワンストップによる届出を可能にするなど、利用者側の利便性向上を図っていただきたい。（継続）

【回答】
　健康保険組合への電子申請については、マイナポータルを活用した電子申請が可能となっており、年金機構へ
の電子申請についてもマイナポータルで申請が可能である。
　ワンストップ化の推進に向けて､ e-Govによる電子申請等の検討をデジタル庁や関係局と進めてまいりたい。

27�．地方厚生（支）局が公表している「平成29年度に実施した個別指導において保険医療機関等（医科）に改
善を求めた主な指摘事項」内、「３．基本診療科（２）再診料」の内容によると、再診料を算定できないも
のの例として、「予防接種と併せて実施したもの」や「健康診断と併せて実施したもの」とあるが、予防接
種又は健康診断と同日に、同一の保険医療機関内にて再診料が算定されているケースが散見されるため、保
険医療機関等を指導していただきたい。（新規）

【回答】
　「平成29年度に実施した個別指導において保険医療機関等（医科）に改善を求めた主な指摘事項」については、
散見される不適切な算定を防止する趣旨から地方厚生（支）局において、公表しているものであり、今後も引き
続き指導により適正化を図ってまいりたい。

28�．「支払基金介護関係業務方法書」において、納付金の納期基準日は「各月の翌月の５日とする」とあるが、
月末が休日の場合は、保険料引落し日が翌月の最初の営業日となり、健保組合で入金を確認するまでに２営
業日が必要となるため、「５日」を「第５営業日」へ変更していただきたい。（新規）

【回答】
　ご指摘の介護納付金の納付期限日は、「支払基金介護関係業務方法書」第４条第３項において、「介護納付金を
納付すべき期限を各月の翌月の５日」と定めているが、実際は、各月の土日祝日等を考慮したうえで納付期限日
を設定するといった運用を行っている。
　今般のご要望を受け、さらに納付しやすい納付期限日を設定するよう検討してまいりたい。

29�．社会・経済情勢の先行きが不透明な中、業種によっては、組合財政が危機的状況となっています。組合財
政の危機的状況を打開し、健全な医療保険制度を維持するためにも、国による強力な財政支援を実施してい
ただきたい。（継続・修正）

【回答】
　令和４年度の決算結果について、財政状況が悪化した組合もあるものと認識している。
　令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、財政運営が極めて困難となった健保組合に
対して、保険者機能強化を目的とした補助金の執行を予定している。
　また、令和５年度の制度改正において、高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し
を行うとともに、健康保険組合に対して、令和６年度から国費による支援を約430億円追加することとしている
ほか、令和５年度補正予算として、出産・子育ての環境整備等を行っている健康保険組合に対する財政支援や、
令和６年秋からの健康保険証とマイナンバーカードの一体化に対応するためのシステム改修の補助について措
置を行っている。
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Ⅱ　継続要望事項
＜制度関係＞
13�．育児休業中の保険料免除要件については、法改正により一部見直されましたが、月末時点で短期間の育休

を取得することにより保険料が免除となる仕組みはそのままとなっています。この仕組みについても改善し
ていただきたい。

　　また、賞与保険料については、保険料免除を廃止していただきたい。（継続）

【回答】
　子どもの生まれるタイミングによって初月に一定以上の育休を取得できないことも考えられ、育休取得促進の
観点から、現在の免除対象となっている者も引き続き免除対象とするため、月末要件は維持することとしている。
　また、賞与保険料についても、育休取得促進の観点から、一定の制限は設けるものの、今後も維持することと
している。
　また、社会保険制度は、事務の簡便化の観点から月単位を基本とし、月末時点の被保険者資格に応じて保険料
徴収を行っていることから、月末を要件とすることについては、制度設計上一定の合理性があると考えられる。
　今後、法改正による影響の調査・分析を行い、実態把握に努めてまいりたい。

18�．保険医療機関等の指導に伴う地方厚生（支）局の返還金通知について、現物高額療養費が含まれていない
ものが多く見受けられることから、医療指導監査業務等実務要領（監査編）に基づき記載するよう、地方厚
生（支）局及び保険医療機関等に対して徹底していただきたい。

　　また、実務要領に注意事項として、その旨の記載をしていただきたい。（継続）

【回答】
　保険医療機関等において適確に記載するよう、地方厚生（支）局に徹底してまいりたい。
　また、医療指導監査業務等実施要領への記載については、ご要望を踏まえ、検討してまいりたい。
　なお、厚生局ホームページに返還金関係書類が簡便かつ適切に作成できる支援ツールを掲載しており、現物高
額療養費がある場合等の作成方法等についても併せて周知を行っている。保険医療機関に当該支援ツールを利用
して返還金書類を提出してもらうことにより、厚生局においても適切な返還金通知作成が可能となり返還金通知
作成の精度向上を図っているところ。
＜国庫補助金関係＞
１�．健保組合においては、医療費や拠出金等の義務的経費が増加する中で、新たにオンライン資格確認等への

対応により、業務量が増大し事務負担が増加しているため、事業の円滑な運営に向け、事務費負担金予算を
増額していただきたい。（継続）

【回答】
　事務費の国庫負担の引上げは、現下の厳しい国の財政状況を踏まえると、困難である。
＜短時間労働者の適用拡大関係＞
１�．短時間労働者の適用拡大は段階的に実施されますが、短時間労働者を多く雇用する特定の業種・業態の保

険者にとっては、その拠出金負担・保険給付費等に多大な影響を生じさせることが懸念されます。令和６年
度以降も適用拡大による保険者への影響に対して十分な負担軽減措置の継続、拡充を行っていただきたい。

（継続）

【回答】
　適用拡大によって影響を受けた健康保険組合への財政支援については、令和４年度及び令和５年度予算におい
て措置されているところであり、執行を予定している。また、令和６年度予算としても要求を行っているところ
である。
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よ
っ
て
は
定
型
文
で
あ
る
な
ど
徹
底
さ
れ
て

い
な
い
の
で
、
改
善
す
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
再
審
査
結
果
の
過
誤
付
箋
の
連
絡

欄
に
、
判
読
不
能
な
も
の
や
指
摘
内
容
と
明

ら
か
に
違
う
回
答
が
返
っ
て
く
る
場
合
が

あ
る
の
で
、
正
確
、
か
つ
、
丁
寧
に
記
載
す

る
よ
う
引
き
続
き
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

４
．
支
払
基
金
の
一
次
審
査
及
び
再
審
査
の

査
定
に
対
し
て
、
復
活
事
例
に
つ
い
て
は
、

「
保
険
医
療
機
関
の
請
求
理
由
（
症
状
詳

記
・
添
付
資
料
）
か
ら
判
断
し
、
妥
当
と
認

め
復
活
し
ま
し
た
」
と
の
定
型
文
だ
け
で
は

な
く
、
復
活
し
た
理
由
を
具
体
的
に
記
載
す

る
な
ど
、
保
険
者
が
納
得
で
き
る
理
由
を
記

載
す
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

５
．
再
審
査
請
求
に
つ
い
て
は
、
６
か
月
を

超
え
た
保
険
者
か
ら
の
申
出
で
あ
っ
て
も
、

適
切
な
内
容
で
あ
れ
ば
、
受
付
を
拒
ま
な
い

と
の
こ
と
で
す
が
、
審
査
事
務
セ
ン
タ
ー
・

分
室
（
旧
支
部
）
に
よ
っ
て
差
異
が
生
じ
て

い
ま
す
の
で
、
取
扱
い
を
徹
底
し
て
い
た
だ

く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
保
険
医
療
機
関
に
対
し
て
も
取
下

げ
や
再
審
査
請
求
の
提
出
は
、
現
金
給
付
に

も
影
響
す
る
た
め
早
期
に
行
う
よ
う
支
払

基
金
か
ら
指
導
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望

し
ま
す
。（
継
続
）

６
．
支
払
基
金
に
お
い
て
査
定
し
た
レ
セ
プ

ト
が
、
後
日
、
保
険
医
療
機
関
か
ら
の
取
下

げ
依
頼
に
よ
り
返
戻
し
た
結
果
、
査
定
復
活

さ
れ
る
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
、
取
下
げ
依
頼
は

再
審
査
請
求
と
手
続
き
が
違
う
こ
と
を
保

９
．
支
払
基
金
の
業
務
効
率
化
、
高
度
化
に

よ
り
審
査
の
質
を
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
、

保
険
者
の
メ
リ
ッ
ト
が
実
感
で
き
る
よ
う
、

コ
ス
ト
削
減
の
効
果
を
検
証
し
、
定
期
的
に

公
開
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
コ
ス
ト
削
減
目
標
と
具
体
的
な
削

減
結
果
に
つ
い
て
、
評
価
基
準
等
を
明
確
に

し
、
保
険
者
に
対
す
る
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ

ィ
を
果
た
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま

す
。（
新
規
）

再
審
査
関
係

１
．
再
審
査
請
求
に
お
い
て
「
原
審
ど
お
り
」

と
さ
れ
た
も
の
が
、
再
々
審
査
で
は
容
認
さ

れ
る
事
例
が
い
ま
だ
に
あ
る
の
で
、
再
審
査

請
求
時
に
お
け
る
適
正
な
審
査
に
努
め
、
絶

無
を
目
指
し
て
取
り
組
ん
で
い
た
だ
く
よ

う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
同
一
人
が
長
期
に
慢
性
的
受
診
し
て
い

る
ケ
ー
ス
で
、
毎
月
、
原
審
査
に
て
査
定
後
、

保
険
医
療
機
関
か
ら
の
再
審
査
に
よ
り
査

定
分
が
順
次
復
点
に
な
っ
て
い
る
も
の
が

い
ま
だ
に
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
保
険
医
療

機
関
の
指
導
を
徹
底
し
た
う
え
で
、
毅
然
と

し
た
審
査
を
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
復
点
と
な
っ
た
と
き
は
、
必
ず
復

点
理
由
の
コ
メ
ン
ト
を
記
載
す
る
よ
う
要

望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
再
審
査
請
求
及
び
再
々
審
査
請
求
の
結

果
に
つ
い
て
は
、理
由
を
具
体
的
に
記
載
す
る

よ
う
指
示
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
す
が
、
い
ま

だ
審
査
事
務
セ
ン
タ
ー
・
分
室
（
旧
支
部
）
に

総
括

１
．
新
シ
ス
テ
ム
稼
働
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、

よ
り
一
層
の
事
務
効
率
化
と
医
療
費
の
適

正
化
に
向
け
て
、
こ
れ
ま
で
に
提
出
し
た
要

望
事
項
を
十
分
に
反
映
し
な
が
ら
、
工
程
表

等
の
着
実
な
実
施
に
向
け
て
取
り
組
ん
で

い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
審
査
事
務
集
約
後
に
お
い
て
も
、
地
域

間
審
査
差
異
の
解
消
に
努
め
る
と
と
も
に
、

引
き
続
き
Ｗ
Ｇ
で
検
討
し
た
結
果
を
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
要
望

し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
項
目
の
公
開

は
進
ん
で
お
り
ま
す
が
、
未
公
開
部
分
に
つ

い
て
も
更
な
る
公
開
を
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
査
定
の
多
い
事
例
や
査
定
額
の
高

い
事
例
な
ど
、
審
査
情
報
提
供
事
例
の
更
な

る
充
実
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

４
．
レ
セ
プ
ト
電
子
化
に
対
応
し
た
傷
病
名

コ
ー
ド
の
統
一
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省

の
「
傷
病
名
の
統
一
に
つ
い
て
（
事
務
連

絡
）」
が
確
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
保
険
医

療
機
関
へ
の
指
導
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

５
．
審
査
支
払
手
数
料
に
つ
い
て
は
、「
手
数

料
の
階
層
化
」
を
進
め
る
と
と
も
に
、
コ
ス

ト
意
識
を
持
っ
て
、
一
層
の
効
率
化
・
合
理

化
に
努
め
、
審
査
支
払
手
数
料
の
更
な
る
引

下
げ
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

６
．
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
提
供
料
に
つ
い
て
は
、

今
後
の
機
器
構
成
の
見
直
し
や
経
費
縮
減

を
行
い
、
引
き
続
き
本
事
業
に
係
る
経
費
の

縮
減
に
努
め
て
い
た
だ
き
、
利
用
料
の
引
下

げ
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

７
．
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
に
つ
い
て
、
原

則
義
務
化
に
よ
り
多
く
の
保
険
医
療
機
関

等
に
導
入
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
に
よ
る
受
診
が
低
調
で
す
。

令
和
６
年
秋
の
保
険
証
廃
止
を
見
据
え
、
支

払
基
金
に
お
い
て
も
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
に
よ
る
受
診
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く

よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

８
．「
保
険
者
と
の
打
合
せ
会
等
に
お
い
て

も
、
47
都
道
府
県
に
設
置
す
る
審
査
委
員
会

事
務
局
を
窓
口
と
し
て
、
従
来
と
同
様
の
対

応
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
」
と
の
回
答
を

い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
が
、
引
き
続
き
十
分

な
連
携
と
更
な
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
が
図

ら
れ
る
よ
う
、
定
員
の
確
保
等
を
要
望
し
ま

す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

　

全
総
協
は
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
本
部
に
対
し
、
令
和
５
年
度
社
会
保
険
診

療
報
酬
の
審
査
支
払
等
に
関
す
る
要
望
事
項
を
令
和
５
年
12
月
26
日
に
提
出
し
た
。

令
和
５
年
度 

社
会
保
険
診
療
報
酬
の
審
査
支
払
等
に
関
す
る
要
望
事
項
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険
医
療
機
関
に
説
明
し
て
い
る
と
の
こ
と

で
す
が
、
い
ま
だ
に
多
く
見
受
け
ら
れ
る
た

め
、
保
険
医
療
機
関
へ
の
説
明
を
徹
底
し
て

い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

７
．
明
細
書
返
付
依
頼
書
の
記
載
事
項
（
再

審
査
等
対
象
種
別
・
明
細
書
区
分
・
記
号

番
号
・
査
定
後
の
点
数
等
）
に
誤
り
が
多
い

た
め
、
正
し
い
情
報
を
記
載
す
る
よ
う
、
引

き
続
き
保
険
医
療
機
関
等
へ
の
指
導
を
要

望
し
ま
す
。
併
せ
て
、
取
下
げ
依
頼
件
数
の

多
い
保
険
医
療
機
関
等
に
対
し
て
指
導
の

徹
底
を
要
望
し
ま
す
。

 　

な
お
、
明
細
書
返
付
依
頼
書
に
基
づ
き
返

戻
し
た
レ
セ
プ
ト
に
つ
い
て
、
前
月
診
療
分

レ
セ
プ
ト
の
写
し
等
が
必
要
な
場
合
は
、
あ

ら
か
じ
め
明
細
書
返
付
依
頼
書
に
記
載
す

る
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
返
付
済
み
の
レ
セ
プ
ト
に
対
し
、

再
度
の
返
付
依
頼
が
多
く
見
受
け
ら
れ
る

こ
と
か
ら
、
支
払
基
金
側
に
お
い
て
シ
ス
テ

ム
チ
ェ
ッ
ク
等
の
仕
組
み
の
構
築
を
要
望

し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

８
．
保
険
者
か
ら
の
再
審
査
請
求
に
よ
り
、算

定
ル
ー
ル
上
の
誤
り
を
理
由
に
査
定
対
象
と

な
る
事
例
が
い
ま
だ
散
見
さ
れ
ま
す
。
引
き

続
き
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
（
一
次
審
査
）

の
対
象
項
目
の
拡
充
、
精
緻
化
に
取
り
組
ん

で
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

９
．
一
次
審
査
に
お
け
る
縦
覧
点
検
に
つ
い
て

は
、
縦
覧
点
検
の
必
要
が
あ
る
レ
セ
プ
ト
を

見
逃
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

チ
ェ
ッ
ク
の
拡
充
な
ど
、
審
査
の
精
度
を
上

 

げ
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

診
療
（
調
剤
） 

報
酬
明
細
書
の
取
扱
い

関
係

１
．
レ
セ
プ
ト
の
請
求
に
関
し
て
記
号
番
号
、

性
別
、
生
年
月
日
、
本
家
区
分
、
特
記
事
項

（
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
等
に
係
る
所
得

区
分
・
高
齢
者
の
非
課
税
区
分
の
記
載
・

限
度
額
適
用
認
定
証
の
区
分
変
更
等
）
の
記

載
誤
り
、「
症
状
詳
記
」
等
の
添
付
文
書
も

れ
が
依
然
と
し
て
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
保

険
医
療
機
関
に
対
す
る
広
報
の
充
実
と
一

層
の
指
導
強
化
に
努
め
て
い
た
だ
く
よ
う

要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
恒
常
的
に
月
遅
れ
請
求
と
な
っ
て
い
る

保
険
医
療
機
関
に
対
し
て
解
消
に
努
め
て

い
る
と
の
こ
と
で
す
が
、
い
ま
だ
恒
常
的
に

月
遅
れ
請
求
と
な
っ
て
い
る
保
険
医
療
機

関
が
見
受
け
ら
れ
る
た
め
、
改
め
る
よ
う
引

き
続
き
指
導
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
資
格
関
係
や
業
務
上
の
疑
義
な
ど
で
返

戻
し
た
レ
セ
プ
ト
は
、
必
ず
過
誤
付
箋
を
付

け
た
ま
ま
訂
正
し
た
レ
セ
プ
ト
を
再
請
求

し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
再
出
力
の
場
合

は
、
返
戻
レ
セ
プ
ト
の
原
本
を
添
付
す
る
よ

う
、
保
険
医
療
機
関
等
に
対
し
、
よ
り
一
層

徹
底
し
た
指
導
を
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要

望
し
ま
す
。

 　

な
お
、
記
号
番
号
誤
り
等
で
一
度
返
戻
し

た
レ
セ
プ
ト
は
、
訂
正
が
さ
れ
て
い
な
け
れ

ば
保
険
医
療
機
関
等
へ
返
戻
し
て
い
た
だ

く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
昨
年
の
回
答
に
「
オ
ン
ラ
イ
ン
返

戻
再
請
求
レ
セ
プ
ト
に
つ
い
て
は
、
履
歴
情

報
に
よ
り
返
戻
理
由
に
応
じ
た
訂
正
等
の

有
無
を
確
認
し
」
と
あ
る
が
、
保
険
者
に
も

「
履
歴
情
報
」
を
確
認
で
き
る
機
能
を
追
加

し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継

続
・
一
部
変
更
）

４
．
一
次
審
査
で
査
定
さ
れ
た
レ
セ
プ
ト
に

つ
い
て
、
保
険
医
療
機
関
等
に
対
し
減
額
の

通
知
は
さ
れ
ま
す
が
レ
セ
プ
ト
は
返
戻
さ

れ
な
い
た
め
、
保
険
医
療
機
関
が
傷
病
名
等

を
追
加
し
た
新
た
な
レ
セ
プ
ト
を
作
成
し

て
請
求
し
て
く
る
こ
と
に
よ
り
重
複
請
求

が
生
じ
て
い
ま
す
。
レ
セ
プ
ト
を
再
作
成

し
な
い
よ
う
、
保
険
医
療
機
関
等
へ
の
指
導

を
徹
底
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
上
記
の
重
複
例
に
限
ら
ず
、
重
複

請
求
が
い
ま
だ
多
数
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、

シ
ス
テ
ム
対
応
を
検
討
し
て
い
た
だ
く
よ

う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

電
算
処
理
関
係
（
レ
セ
プ
ト
の
電
子

化
を
含
む
） 

１
．
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
に
よ

る
レ
セ
プ
ト
の
振
替
・
分
割
処
理
に
つ
い

て
、
更
な
る
精
度
の
向
上
を
要
望
し
ま
す
。

（
継
続
・
一
部
変
更
）

そ
の
他

１
．
地
方
単
独
医
療
費
助
成
事
業
の
支
払
基

 

金
委
託
を
、
引
き
続
き
積
極
的
に
推
進
す
る

よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
医
療
費
助
成
制
度
対
象
者
の
自
己

負
担
額
の
記
載
を
義
務
化
す
る
よ
う
、
厚
生

労
働
省
へ
の
働
き
か
け
を
要
望
し
ま
す
。

（
継
続
）

２
．
支
払
基
金
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て
、

掲
載
内
容
が
多
岐
に
及
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、

ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
利
便
性
を
考
慮
し

た
見
や
す
い
形
と
な
る
よ
う
、
常
に
改
良
し

て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
支
払
基
金
か
ら
保
険
医
療
機
関
等
に
発

送
す
る
返
戻
レ
セ
プ
ト
等
（
返
戻
レ
セ
プ

ト
、
増
減
点
連
絡
書
、
資
格
確
認
結
果
連
絡

書
）
の
誤
送
付
に
よ
る
個
人
情
報
の
漏
え
い

に
つ
い
て
は
、
委
託
元
で
あ
る
健
保
組
合
に

お
い
て
、
該
当
被
保
険
者
へ
報
告
（
通
知
）

等
を
行
う
対
応
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

 　

支
払
基
金
に
お
け
る
誤
送
付
の
発
生
原
因

は
、
主
に
封
入
封
緘
時
の
誤
り
、
も
し
く
は

普
通
郵
便
に
よ
る
郵
便
事
故
と
思
わ
れ
る
が
、

要
配
慮
個
人
情
報
に
該
当
す
る
書
類
を
普
通

郵
便
と
し
て
い
る
と
い
っ
た
事
実
が
あ
る
の

で
あ
れ
ば
、
早
急
に
特
定
記
録
郵
便
等
に
変

更
す
る
な
ど
、
誤
送
付
に
よ
る
責
任
の
所
在

を
明
確
に
す
る
た
め
の
対
応
を
要
望
し
ま
す
。

 

（
新
規
）

４
．
支
払
基
金
に
お
い
て
枝
番
を
訂
正
し
た
レ

セ
プ
ト
等
が
請
求
前
資
格
確
認
デ
ー
タ
に
入

っ
て
い
な
い
の
で
、
枝
番
を
訂
正
し
た
レ
セ
プ

ト
等
も
請
求
前
資
格
確
認
デ
ー
タ
に
入
れ
て

い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
新
規
）

•••••••••••••••••••••••••••••••••••
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シリーズ組合訪問 

秋田県自動車販売健康保険組合

UUUUUUUUUUUUUUUUUUUU

保
険
料
率
は
10
年
間
据
え
置
き

「
料
率
を
上
げ
な
い
方
策
」で
安
定

前
期
高
齢
者
支
援
金
で
一
喜
一
憂

　

秋
田
県
自
動
車
販
売
健
保
組
合
は
、
秋
田
駅
か
ら

車
で
約
10
分
の
立
地
に
あ
る
秋
田
県
自
動
車
会
議
所

の
３
階
に
事
務
所
を
構
え
て
い
る
。
建
物
の
両
隣
り

に
は
、
秋
田
県
自
動
車
会
館
、
同
自
動
車
整
備
会
館

が
あ
り
、
通
り
を
挟
ん
だ
正
面
に
は
、
国
土
交
通
省

東
北
運
輸
局
秋
田
運
輸
支
局
も
あ
る
。
車
検
や
ナ
ン

バ
ー
プ
レ
ー
ト
の
交
付
な
ど
、
車
を
扱
う
業
種
・
事

業
主
に
は
利
便
性
に
優
れ
た
地
区
と
な
っ
て
い
る
。

　

健
保
組
合
の
母
体
で
あ
る
秋
田
県
自
動
車
販
売
店

協
会
は
同
じ
建
物
の
２
階
に
あ
り
、
竣
工
し
た
昭
和

51
年
か
ら
、
連
携
・
協
力
体
制
に
は
50
年
に
近
い
歴

史
が
あ
る
。

　

適
用
事
業
所
の
業
態
は
、「
自
動
車
販
売
及
び
関

連
団
体
」
と
し
て
お
り
、
レ
ン
タ
カ
ー
業
界
等
を
含

　

秋
田
県
自
動
車
販
売
健
康
保
険
組
合
（
理
事
長
＝
石
黒
壽
佐
夫
氏
）
は
、
平
成
27
年

度
に
保
険
料
率
１
０
０
・
15
‰
を
設
定
し
て
、
令
和
６
年
度
で
10
年
目
を
迎
え
る
。
被

保
険
者
３
５
０
０
人
と
い
う
小
規
模
組
合
で
は
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
の
金
額
が
変
動

し
や
す
く
、
こ
の
間
に
は
「
倍
増
」
し
た
年
度
も
あ
っ
た
。
何
度
か
の
赤
字
決
算
も
積

立
金
で
や
り
繰
り
し
て
き
た
が
、
事
業
主
と
の
間
で
は
、
医
療
費
適
正
化
や
保
健
事
業

の
充
実
な
ど
「
料
率
を
上
げ
な
い
方
策
」
を
展
開
す
る
こ
と
で
理
解
を
得
て
い
る
。

む
37
事
業
所
が
加
入
し
て
い
る
。
事
業
所
の
規
模
は
、

１
人
か
ら
３
０
０
人
超
ま
で
幅
広
い
。
自
動
車
販
売

店
等
の
営
業
拠
点
は
県
内
に
２
２
０
か
所
も
あ
り
、

保
健
事
業
の
展
開
に
苦
労
を
感
じ
る
。

　

被
保
険
者
数
は
３
４
３
７
人
（
男
２
７
４
７
人
、

女
６
９
０
人
）
で
、
ピ
ー
ク
の
３
６
０
０
人
か
ら
は

漸
減
傾
向
に
あ
る
。
し
か
し
、
コ
ロ
ナ
禍
が
沈
静
化

し
つ
つ
あ
る
中
で
、
新
車
の
販
売
台
数
は
前
年
度
を

上
回
っ
て
き
て
お
り
、
標
準
報
酬
・
賞
与
も
反
転
し

始
め
て
い
る
と
い
う
。

　

令
和
５
年
度
予
算
は
、
経
常
収
入
１
億
５
０
８
７

万
円
に
対
し
、
同
支
出
は
１
億
６
０
７
５
万
円
を
見

込
ん
で
い
る
。
最
近
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
近
藤
秀

博
常
務
理
事
は
、「
業
界
全
体
に
は
明
る
い
兆
し
が

〈健保組合の概況〉
〒010-0962　秋田市八橋大畑2-12-55 秋田県自動車会議所3階

TEL 018-863-5377　FAX 018-863-5378

理�事長＝石黒 壽佐夫 氏（株式会社秋田スズキ 代表取締役社長）
常務理事＝近藤 秀博 氏
設立年月日＝昭和44年7月1日
主たる業態＝�秋田県下に所在する自動車の販売及び�  

その関連団体
事業所数＝37事業所
被保険者数＝3,437人（男2,747人、女690人）
平均標準報酬月額＝307,148円（男326,983円、女228,182円）
平均年齢＝42.68歳（男44.03歳、女37.33歳）
被扶養者数＝2,301人　扶養率＝0.69
保�険料率＝100.15‰　
介護保険料率＝17.4‰�

（令和5年9月末現在）

事務所は秋田県自動車会議所の３階
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度
改
正
も
行
わ
れ
て
い
る
が
、「
高
齢
者
は
持
病
の

あ
る
人
の
多
い
ゾ
ー
ン
で
あ
り
、
そ
こ
に
は
組
合
の

規
模
や
平
均
年
齢
が
加
味
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
規

模
が
小
さ
く
平
均
年
齢
が
高
い
健
保
組
合
の
負
担
は

増
え
て
い
く
。
こ
れ
は
平
等
な
の
か
」（
近
藤
常
務
理

事
）
と
疑
問
を
呈
す
る
。

　

保
険
料
率
は
、
１
０
０
・
15
‰
と
高
め
に
設
定
し

て
い
る
が
、
平
成
27
年
度
に
引
き
上
げ
て
か
ら
変
っ

て
い
な
い
。
令
和
６
年
度
も
引
き
上
げ
る
予
定
は
な

く
、こ
の
料
率
の
ま
ま
10
年
目
を
迎
え
る
こ
と
に
な
る
。

　

料
率
が
安
定
し
て
い
る
理
由
に
つ
い
て
近
藤
常
務

理
事
は
、「
事
業
主
の
理
解
を
得
て
、
平
成
27
年
当
時

に
、
あ
る
程
度
余
裕
の
あ
る
料
率
で
設
定
で
き
た
こ

と
に
よ
っ
て
、
経
常
赤
字
に
な
っ
て
も
積
立
金
を
用

い
て
何
と
か
や
っ
て
い
け
る
よ
う
に
な
っ
た
。
と
い

っ
て
も
財
政
に
即
効
性
の
あ
る
対
策
は
な
い
。
最
近

の
財
政
は
マ
イ
ナ
ス
続
き
で
、
や
は
り
医
療
費
の
適

正
化
と
保
健
事
業
の
充
実
・
強
化
は
引
き
続
き
取
り

組
ん
で
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
気
を
引
き
締

め
て
い
る
。

　

事
業
主
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、「
協
会
け
ん
ぽ

の
動
向
は
気
に
さ
れ
て
い
る
よ
う
だ
が
、
健
保
組
合

の
財
政
状
況
や
今
後
の
医
療
費
の
見
通
し
、
補
助
金

の
要
件
な
ど
を
丁
寧
に
説
明
し
、
料
率
は
こ
の
ま
ま

維
持
し
な
が
ら
上
げ
な
い
よ
う
な
方
策
を
模
索
し
て

い
く
、
と
説
明
す
る
こ
と
で
了
解
を
得
て
い
る
」（
近

藤
常
務
理
事
）。

　

母
体
の
販
売
店
協
会
に
は
、
月
に
一
度
の
「
社
長

会
」
が
あ
り
、
普
段
は
ラ
イ
バ
ル
関
係
に
あ
る
各
社

デ
ィ
ー
ラ
ー
の
社
長
が
集
ま
っ
て
、
自
動
車
文
化
を

共
有
し
て
県
内
の
自
動
車
産
業
を
い
か
に
盛
り
立
て

て
い
く
か
、
腹
を
割
っ
て
話
し
合
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
産
業
・
企
業
風
土
の
中
で
、
各
社
の

保
健
委
員
の
活
動
も
年
々
充
実
し
て
き
た
。
毎
年
の

事
務
担
当
者
研
修
会
の
機
会
を
捉
え
て
「
保
健
委
員

協
議
会
」
を
開
催
し
、
事
前
に
集
め
て
い
る
保
健
事

業
へ
の
要
望
に
回
答
を
し
な
が
ら
、
令
和
３
年
度
か

ら
は
参
加
者
同
士
の
グ
ル
ー
プ
討
議
を
取
り
入
れ
た
。

従
来
の
机
の
配
置
は
学
校
方
式
で
、
伝
達
と
質
疑
は

一
方
的
に
な
り
が
ち
だ
っ
た
が
、
同
じ
課
題
を
抱
え

る
他
社
の
取
組
み
を
共
有
し
て
話
し
合
う
形
式
に
し

た
。
他
社
の
話
を
聞
く
こ
と
で
、
保
健
事
業
全
体
の

底
上
げ
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
い
う
。

独
自
の
「
健
康
レ
ポ
ー
ト
」
を
作
成

　

秋
田
県
自
動
車
販
売
健
保
組
合
の
組
織
は
、
近
藤

常
務
理
事
、
鷲
谷
事
務
長
の
も
と
、
業
務
課
に
３
人
、

健
康
管
理
室
に
常
勤
保
健
師
が
２
人
と
い
う
７
人
体

制
で
業
務
を
こ
な
し
て
い
る
。
加
え
て
委
託
保
健
師

の
強
化
を
図
っ
て
お
り
、
令
和
５
年
度
か
ら
は
、
委

託
保
健
師
を
４
人
体
制
と
し
て
、
県
内
２
２
０
か
所

の
拠
点
を
分
担
し
て
保
健
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

　

基
本
的
な
健
診
と
し
て
は
、　

事
業
主
が
実
施
す

る
定
期
健
診
、
健
保
組
合
が
実
施
す
る
生
活
習
慣
病

健
診
・
人
間
ド
ッ
ク
と
同
時
に
特
定
健
診
を
実
施
し

て
い
る
。
被
扶
養
者
は
、
45
歳
以
上
の
配
偶
者
が
人

間
ド
ッ
ク
を
受
診
す
る
場
合
、
２
万
６
千
円
の
自
己

負
担
で
受
診
で
き
る
。

　

こ
の
う
ち
、
特
定
健
診
の
令
和
４
年
度
の
受
診
率

は
、
被
保
険
者
は
98
・
２
％
、
被
扶
養
者
は
35
・

８
％
を
確
保
し
て
い
る
。
特
定
保
健
指
導
の
実
施
率

は
、
被
保
険
者
は
30
・
６
％
、
被
扶
養
者
に
つ
い
て

見
え
始
め
て
い
る
も
の
の
、
令
和
４
年
度
に
続
い
て

５
年
度
も
黒
字
に
な
る
見
込
み
は
な
い
。
実
は
、
３

年
度
に
前
期
高
齢
者
納
付
金
が
、
ほ
ぼ
倍
増
し
た
経

緯
が
あ
り
、
こ
の
時
は
本
当
に
び
っ
く
り
し
た
。
こ

れ
で
は
安
定
し
た
事
業
展
開
は
望
め
な
い
」
と
組
合

運
営
の
難
し
さ
を
説
明
す
る
。

　

前
期
高
齢
者
の
医
療
費
増
の
背
景
に
は
、
任
意
継

続
被
保
険
者
の
増
加
が
あ
る
。
被
保
険
者
数
が
３
５

０
０
人
前
後
の
健
保
組
合
に
お
い
て
任
継
被
保
険
者

は
、
令
和
元
年
当
時
は
30
人
か
ら
40
人
で
推
移
し
て

い
た
が
、
現
在
で
は
50
～
60
人
を
超
え
る
状
況
と
な

っ
て
い
る
。
前
期
高
齢
者
財
政
調
整
に
係
る
納
付
金

に
つ
い
て
は
、
算
定
に
３
年
平
均
の
医
療
費
を
用
い

た
り
、
任
継
制
度
の
保
険
料
算
定
の
見
直
し
等
の
制
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は
実
施
率
向
上
の
た
め
、
健
診
デ
ー
タ
提
供
者
に
送

付
す
る
ク
オ
カ
ー
ド
を
増
額
し
た
。
令
和
６
年
度
は
、

第
４
期
特
定
健
診
等
実
施
計
画
、
第
３
期
デ
ー
タ
ヘ

ル
ス
計
画
の
実
施
時
期
に
当
た
り
、
コ
ロ
ナ
禍
を
経

て
、
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

令
和
６
年
度
は
、
リ
ピ
ー
タ
ー
対
策
の
た
め
取
り

入
れ
た
指
導
対
象
事
業
所
３
年
サ
イ
ク
ル
を
、
隔
年

ご
と
の
実
施
に
変
更
し
て
実
施
率
向
上
を
目
指
し
て

い
る
。
な
お
、
リ
ピ
ー
タ
ー
対
策
の
対
案
と
し
て
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
ア
プ
ロ
ー
チ
を
取
り
入
れ
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
歯
科
医
療
費
の
増
大
へ
の
対
策
も
急

務
と
な
っ
て
い
る
。
疾
病
別
の
医
療
費
で
は
、
悪
性

新
生
物
（
が
ん
）
や
心
疾
患
よ
り
も
、「
う
蝕
」（
虫

歯
）
の
治
療
費
が
多
く
、
歯
科
健
診
の
徹
底
や
歯
石

の
除
去
な
ど
、
生
活
習
慣
の
改
善
に
よ
っ
て
防
ぐ
こ

と
の
で
き
る
医
療
費
増
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
取
組

み
も
期
待
さ
れ
る
。

　

保
健
事
業
で
最
も
特
徴
的
な
の
は
、
独
自
の
ス
タ

イ
ル
の
「
健
康
レ
ポ
ー
ト
」
の
作
成
と
、
こ
れ
を
活

用
し
た
コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
へ
の
動
機
づ
け
で
あ
る
。
厚

生
労
働
省
で
は
、
令
和
元
年
度
か
ら
特
定
健
診
・
保

健
指
導
の
結
果
を
も
と
に
し
た
「
健
康
ス
コ
ア
リ
ン

グ
レ
ポ
ー
ト
」
を
作
成
し
て
い
る
が
、
国
が
作
成
す

る
の
は
50
人
以
上
の
企
業
に
限
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ

に
対
し
、
健
保
組
合
で
は
、
50
人
以
下
の
事
業
所
に

つ
い
て
も
独
自
の
「
健
康
レ
ポ
ー
ト
」
を
作
成
し
、

保
健
委
員
協
議
会
等
で
の
説
明
ツ
ー
ル
と
し
て
活
用

し
て
い
る
。

　

健
保
組
合
の
中
で
の
加
入
事
業
所
の
取
組
み
状
況

が
わ
か
る
内
容
と
な
っ
て
お
り
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

予
防
接
種
や
禁
煙
外
来
治
療
な
ど
の
保
健
事
業
の
利

用
状
況
な
ど
国
の
レ
ポ
ー
ト
に
は
な
い
項
目
も
あ
る
。

組
合
内
の
順
位
は
示
し
て
い
な
い
も
の
の
、
担
当
者

を
「
や
る
気
に
さ
せ
る
」
ツ
ー
ル
と
し
て
、
更
な
る

活
用
が
期
待
さ
れ
る
。
健
康
レ
ポ
ー
ト
は
、
近
藤
常

務
理
事
が
雛
形
を
つ
く
り
、
保
健
師
を
中
心
と
し
て
、

職
員
が
知
恵
を
出
し
合
っ
て
作
成
し
た
。

　

保
健
事
業
の
課
題
は
、
喫
煙
率
の
高
さ
で
あ
り
、

40
％
台
で
高
止
ま
り
し
て
い
る
現
実
が
あ
る
。
禁
煙

外
来
受
診
の
評
価
方
法
を
見
直
す
な
ど
、
工
夫
を
重

ね
て
い
る
。
ま
た
、
東
北
地
方
で
多
い
と
言
わ
れ
る

塩
分
摂
取
に
つ
い
て
は
、
健
保
組
合
の
顧
問
医
師

（
秋
田
大
学
医
学
部
附
属
病
院
）
か
ら
は
、「
ガ
ッ
コ

に
問
題
が
あ
る
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
ガ

ッ
コ
は
秋
田
の
方
言
で
「
漬
物
」
の
こ
と
で
、
健
保

組
合
は
食
生
活
に
も
気
を
配
ら
な
く
て
は
な
ら
ず
、

医
療
費
適
正
化
に
向
け
た
保
健
事
業
は
、
更
な
る
充

実
を
目
指
し
て
努
力
が
続
け
ら
れ
て
い
る
。

職員間の意思疎通に向け 
とにかく「話をする」こと
秋田県自動車販売健康保険組合

常務理事 近
こんどう

藤　秀
ひでひろ

博 氏

　職員は７人、委託保健師を加えても10
人前後という小規模組合を牽引するにあ
たり、「とにかく話をすること」 を大切
にしている。「無言のまま机に向かって

仕事をしていても、よいアイデアは浮かばない。私語でもかまわな
い。無駄口は敵だ、ではなく素敵だ」と職員に説いている。
　このため仕事の打合せは毎朝の日課になっている。「仕事の改善点
や提案も含めて、一人ひとりに話しをしてもらっています」という。
また、月初めには「全体朝礼」として、健保組合の向かうべき方向
を共有している。
　健保組合を取り巻く制度については、「なんといっても前期納付金
の算定の改善が必要です。年度によって倍増するようでは事業計画
も立てられません。切実な問題であること理解していただきたい」
と語気を強める。このほか、任継制度についても「鉄道会社には100
円を稼ぐのに何円必要、という言い方がありますが、任継制度は大
赤字路線で、廃線もやむを得ないのではないか」と述べる。
　このほか、今年度は事務所内のペーパーレス化に取り組んでおり、

「カミの領域にメスを入れる」をモットーに、事務所全体として取り
組んでいると紹介する。
　健康法はランニングで、今年の目標は「３月の東京マラソンの完
走です。昨年も走りました」というベテランランナー。山歩きも楽
しんでおり、昨今の熊の出没については、「熊、いますよ。今年出て
います。昔は目の前を横切ったこともありますよ…」と平然と話す。

シリーズ組合訪問  UUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUU
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○
国
会
議
員
へ
の
取
組

　

総
合
健
保
組
合
の
厳
し
い
財
政
状
況

を
訴
え
、
要
求
実
現
の
た
め
、
政
権
与

党
と
の
関
係
強
化
を
目
的
に
、
国
会
議

員
の
セ
ミ
ナ
ー
等
に
、
健
保
連
本
部
、

東
京
連
合
会
及
び
東
総
協
と
と
も
に
参

加
し
た
。

・�

令
和
５
年
10
月
24
日
、
自
民
党
「
国

民
皆
保
険
を
守
る
国
会
議
員
連
盟
」

と
意
見
交
換

・�

令
和
５
年
11
月
７
日
、
公
明
党
「
健

康
保
険
組
合
議
員
懇
話
会
」
と
意
見

交
換

・�

令
和
５
年
12
月
６
日
、
自
民
党
「
土

田
慎
衆
議
院
議
員
」
セ
ミ
ナ
ー

○
医
療
制
度
等
対
策
委
員
会

　

令
和
５
年
11
月
20
日
、
神
奈
川
県
箱

根
町
の
東
京
薬
業
健
保
組
合
保
養
所

「
向
山
荘
」
で
、
令
和
５
年
度
第
２
回
医

療
制
度
等
対
策
委
員
会
を
開
催
し
、
支

払
基
金
本
部
へ
提
出
す
る
「
令
和
５
年

度
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
審
査
支
払
等

に
関
す
る
要
望
事
項
」
に
つ
い
て
検
討

集
約
を
行
っ
た
。

　

取
り
ま
と
め
た
要
望
事
項
（
26
項

目
）
に
つ
い
て
は
、
12
月
26
日
、
支
払

基
金
本
部
及
び
健
康
保
険
組
合
連
合
会

へ
そ
れ
ぞ
れ
提
出
し
た
（
17
～
18
頁
参

照
）。

○
事
務
局
長
会
議

　

令
和
５
年
11
月
22
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
令
和
５
年

度
全
総
協
地
区
協
議
会
事
務
局
長
会
議

を
開
催
し
、
後
藤
専
務
理
事
が
「
健
康

保
険
組
合
を
取
り
巻
く
動
向
等
に
つ
い

て
」、
黒
沢
事
務
局
長
が
「
全
総
協
の
事

業
概
要
に
つ
い
て
」
を
説
明
し
、
意
見

交
換
を
行
っ
た
。

○
地
区
協
議
会
会
長
等
会
議

　

令
和
５
年
12
月
13
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
令
和
５
年

度
全
総
協
地
区
協
議
会
会
長
等
会
議
を

開
催
し
、
①
厚
労
省
と
の
事
務
打
合
せ

会
の
進
め
方
、
②
全
総
協
並
び
に
各
地

区
協
議
会
の
活
動
の
活
性
化
、
③
全
総

協
の
来
年
度
事
業
計
画
に
つ
い
て
、
意

見
交
換
を
行
っ
た
。

○
厚
生
労
働
省
と
の
事
務
打
合
せ
会

　

令
和
５
年
12
月
13
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
厚
生
労
働

省
保
険
局
保
険
課
と
の
事
務
打
合
せ
会

を
行
っ
た
。（
６
～
16
頁
参
照
）

○
総
合
組
合
調
査
会

　

令
和
５
年
12
月
19
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
Ｔ
Ｋ
Ｐ
東
京
駅
大
手
町
カ
ン
フ

ァ
レ
ン
ス
セ
ン
タ
ー
で
、
令
和
５
年
度

総
合
組
合
調
査
会
（
健
保
連
主
催
）
が

開
催
さ
れ
、
健
保
連
よ
り
委
嘱
さ
れ
た

総
合
組
合
調
査
会
委
員
14
名
が
出
席
し

た
。

　

会
議
で
は
、
全
総
協
ア
ン
ケ
ー
ト
の

調
査
結
果
説
明
及
び
意
見
交
換
事
項
に

つ
い
て
、
健
康
保
険
組
合
連
合
会
副
会

長
の
佐
野
雅
宏
氏
を
は
じ
め
、
理
事
・

幹
部
職
員
と
活
発
な
意
見
交
換
が
行
わ

れ
た
。

○
広
報
委
員
会

　

令
和
６
年
１
月
11
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
令
和
５
年

度
第
４
回
広
報
委
員
会
を
開
催
し
、
①

「
総
合
け
ん
ぽ
」
第
１
５
９
号
（
令
和
６

年
１
月
号
）
の
校
正
等
、
②
同
第
１
６

０
号
（
令
和
６
年
４
月
号
）
の
編
集
方

針
等
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

•••••••••••••••••••••••••••••••••••••
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•••••••••••••••••••••••••••••••••••••

予告 � �全総協第117回定例総会及び福祉共済会�

第16回定例総会を次のとおり開催します

日時　令和６年３月27日（水）
　　　13時00分～16時00分
　　　（※ 15時00分～16時00分は説明会を予定）
場所　東実健保会館
　　　東京都中央区東日本橋３－10－４
議題　○令和６年度事業計画（案）
　　　○令和６年度収入支出予算（案）
　　　○その他

広報委員会
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○
令
和
５
年
度
第
２
回
総
会

　

令
和
５
年
12
月
４
日
、
千
葉
市
中
央

区
の
オ
ー
ク
ラ
千
葉
ホ
テ
ル
で
、
令
和

５
年
度
第
２
回
総
会
を
開
催
し
、
９
組

合
17
名
が
出
席
し
た
。

　

冒
頭
、
黒
川
会
長
の
健
康
保
険
組
合

を
巡
る
情
勢
及
び
千
総
協
・
全
総
協
の

事
業
へ
の
協
力
依
頼
を
含
め
た
挨
拶
の

後
、
①
令
和
５
年
度
事
業
中
間
報
告
、

②
令
和
６
年
度
事
業
計
画
に
つ
い
て
審

議
し
、
原
案
ど
お
り
承
認
し
た
。

　

ま
た
、
全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協

議
会
専
務
理
事
の
後
藤
利
美
氏
に
よ
る

「
健
康
保
険
組
合
を
取
り
巻
く
動
向
等

に
つ
い
て
」
と
題
す
る
情
勢
報
告
の
後

に
意
見
交
換
も
行
わ
れ
た
。

千
葉　
　
　
　
　
　
　

（
千
葉
県
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

○
係
長
・
主
任
研
修
会

　

令
和
５
年
10
月
24
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
係
長
・
主
任
研
修

会
を
開
催
し
、
59
組
合
82
名
が
参
加
し

た
。

東
京　
　
　
　
　
　
　

（
東
京
都
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

　

冒
頭
、
清
水
常
務
理
事
の
挨
拶
後
、

合
同
会
社
Ａ
Ｌ
Ｅ
Ｏ
Ｎ
の
石
井
美
江
氏

に
よ
り
「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル
」
を

テ
ー
マ
に
４
つ
の
顔
を
も
つ
係
長
・
主

任
の
立
場
と
役
割
（
調
整
力
）、「
ビ
ジ

ネ
ス
ス
キ
ル
」
を
テ
ー
マ
に
問
題
意
識

と
改
善
意
識
等
に
つ
い
て
の
説
明
が
あ

り
、
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が

行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
医
療
保
険
改
革
に
向
け
た
政
策
決
定

過
程
と
実
際
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ

れ
た
。

○
部
・
課
長
研
修
会

　

令
和
５
年
11
月
16
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
部
・
課
長
研
修
会

を
開
催
し
、
57
組
合
89
名
が
参
加
し
た
。

　

冒
頭
、
栗
田
副
会
長
の
挨
拶
後
、
合

同
会
社
Ａ
Ｌ
Ｅ
Ｏ
Ｎ
の
石
井
美
江
氏
に

よ
り
、「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル
と
ビ
ジ

ネ
ス
ス
キ
ル
」
を
テ
ー
マ
に
、
職
場
全

体
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
活
性
化

さ
せ
る
た
め
に
等
に
つ
い
て
講
義
が
行

わ
れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
医
療
保
険
改
革
の
現
在
地
と
健
保
組

合
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

○
テ
ー
マ
別
研
修
会

　

令
和
５
年
12
月
５
日
、
千
代
田
区
の

東
京
ト
ラ
ッ
ク
事
業
健
保
会
館
で
、

テ
ー
マ
別
研
修
会
を
開
催
し
、
65
組
合

１
３
７
名
が
参
加
し
た
。

　

東
総
協
の
齊
藤
事
務
局
長
に
よ
り

「
印
刷
物
の
デ
ザ
イ
ン
」
と
題
す
る
講

義
が
行
わ
れ
た
。

○
新
年
賀
詞
交
歓
会

　

令
和
６
年
１
月
10
日
、
千
代
田
区
の

ア
ル
カ
デ
ィ
ア
市
ヶ
谷
で
、
東
総
協
と

（
一
社
）
東
振
協
共
催
の
新
年
賀
詞
交

歓
会
を
４
年
振
り
に
開
催
し
た
。

東総協　係長・主任研修会

東総協　部・課長研修会
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会
員
組
合
か
ら
は
、
１
３
０
名
の
参

加
が
あ
り
、
国
会
議
員
、
厚
生
労
働
省
、

関
係
団
体
か
ら
多
数
の
来
賓
を
迎
え
て
、

総
勢
２
１
４
名
で
盛
大
に
行
わ
れ
た
。

○
事
務（
局
）長
研
修
会

　

令
和
６
年
１
月
12
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
事
務
（
局
）
長
研

修
会
を
開
催
し
、
72
組
合
81
名
が
参
加

し
た
。

　

冒
頭
、
清
水
常
務
理
事
の
挨
拶
後
、

関
東
信
越
厚
生
局
保
健
福
祉
部
保
険
課

社
会
保
険
監
査
指
導
官
の
三
浦
正
秀
氏

及
び
社
会
保
険
業
務
専
門
官
の
志
貴
大

和
氏
に
よ
り
、「
令
和
６
年
度
の
予
算

編
成
に
つ
い
て
」、「
実
地
監
査
の
指
摘

事
項
等
に
つ
い
て
」
と
題
す
る
講
義
が

行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
令
和
６
年
度
予
算
（
厚
労
省
関
連
）
と

医
療
保
険
制
度
改
革
」
と
題
す
る
講
演

が
行
わ
れ
た
。

○
一
般
教
養
研
修
会

　

令
和
５
年
10
月
４
日
及
び
11
月
15
日
、

神
奈
川　

 　
　
　
　

（
神
奈
川
県
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

横
浜
市
中
区
の
ホ
テ
ル
メ
ル
パ
ル
ク
横

浜
で
、
一
般
教
養
研
修
会
を
開
催
し
、

会
員
16
組
合
81
名
に
加
え
、
会
員
外
15

組
合
24
名
が
参
加
し
た
。

　

11
月
15
日
に
は
Ｗ
ｅ
ｂ
に
よ
る
同
時

配
信
も
行
い
、
81
名
が
視
聴
し
た
。

　

両
日
と
も
に
、
健
康
保
険
組
合
連
合

会
組
合
サ
ポ
ー
ト
部
組
合
サ
ポ
ー
ト
グ

ル
ー
プ
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
小
松
政
宗
氏

に
よ
り
、「
健
康
保
険
組
合
を
取
り
巻

く
情
勢
に
つ
い
て
」
と
題
す
る
講
演
が

行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、健
康
演
出
ア
ド
バ
イ
ザ
ー（
元

Ｎ
Ｈ
Ｋ
「
た
め
し
て
ガ
ッ
テ
ン
」
専
任

デ
ィ
レ
ク
タ
ー
）
の
北
折
一
氏
に
よ
り
、

「『
簡
単
に
５
キ
ロ
痩
せ
て
リ
バ
ウ
ン
ド

な
し
の
決
め
球
（
ス
イ
ー
パ
ー
）』
～
認

知
症
予
防
と
ダ
イ
エ
ッ
ト
二
刀
流
の

エ
ー
ス
登
場
～
」
と
題
す
る
講
演
が
行

わ
れ
た
。

○
時
勢
研
修
会

　

令
和
５
年
12
月
７
日
、
横
浜
市
西
区

の
ホ
テ
ル
プ
ラ
ム
横
浜
で
、
時
勢
研
修

会
を
開
催
し
、
15
組
合
28
名
が
参
加
し

た
。
全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会

専
務
理
事
の
後
藤
利
美
氏
に
よ
り
、「
健

康
保
険
組
合
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
に
つ
い

て
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

○
事
務
長
等
研
修
会

　

令
和
５
年
11
月
16
～
17
日
、
福
井
市

の
ホ
テ
ル
フ
ジ
タ
福
井
（
ザ
・
グ
ラ
ン

ユ
ア
ー
ズ
フ
ク
イ
）
で
、
事
務
長
等
研

修
会
を
開
催
し
、
30
組
合
33
名
が
参
加

し
た
。

　

１
日
目
は
、
健
康
保
険
組
合
連
合
会

組
合
サ
ポ
ー
ト
部
長
の
小
松
原
祐
介
氏

を
講
師
に
迎
え
、「
効
果
的
な
保
健
事

業
の
実
施
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ

た
。

　

ま
た
、
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
に
つ
い
て
、

参
加
者
に
よ
る
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
も

行
わ
れ
た
。

　

２
日
目
は
、
前
日
に
引
き
続
き
、
小

松
原
祐
介
氏
に
よ
り
、「
組
合
を
取
り

巻
く
情
勢
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ

た
。
参
加
者
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

も
と
れ
、
内
容
の
濃
い
充
実
し
た
研
修

と
な
っ
た
。

○
臨
時
総
会

　

令
和
５
年
11
月
20
日
、
文
書
に
よ
る

臨
時
総
会
を
開
催
し
、
中
総
協
事
務
局

設
置
に
つ
い
て
審
議
し
可
決
し
た
。

中
部　
　
　
　
　
　
　

（
中
部
地
区
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

○
組
織
検
討
委
員
会

　

令
和
５
年
12
月
13
日
、
名
古
屋
市
熱

田
区
の
大
同
特
殊
鋼
健
保
会
館
で
、
組

織
検
討
委
員
会
を
開
催
し
、
８
組
合
８

名
・
正
副
会
長
３
名
合
わ
せ
て
11
名
が

出
席
し
た
。

　

議
題
と
し
て
、
①
中
総
協
事
務
局
設

置
の
経
過
、
②
令
和
６
年
度
事
業
計
画

（
案
）、
③
次
年
度
年
間
行
事
の
役
割
分

担
な
ど
に
つ
い
て
検
討
し
、
承
認
し
た
。

○
福
利
厚
生
委
員
会

・
令
和
５
年
10
月
28
日
、
兵
庫
県
三
田

市
の
「
し
い
茸
ラ
ン
ド
か
さ
や
」
で
、

職
員
家
族
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
大
会
を

開
催
し
、
24
組
合
83
名
が
参
加
し
た
。

　

し
い
茸
狩
り
と
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
を
楽

し
み
、
交
流
を
深
め
た
。

・
阪
和
地
区
（
11
月
12
日
）・
兵
庫
地

区
（
10
月
31
日
）・
京
滋
地
区
（
11
月
２

日
）
そ
れ
ぞ
れ
で
、
ボ
ウ
リ
ン
グ
大
会

を
開
催
し
、
延
べ
33
組
合
１
２
０
名
が

参
加
し
た
。 近

畿　
　
　
　
　
　
　

（
近
畿
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）
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○
業
務
対
策
委
員
会

　

令
和
５
年
11
月
６
日
、
大
阪
市
中
央

区
の
シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
大
阪
で
、
業
務
対

策
委
員
会
と
保
健
師
会
合
同
に
よ
る
健

康
開
発
研
究
会
を
開
催
し
、
34
組
合
38

名
が
出
席
し
た
。

　

青
島
会
長
の
開
催
挨
拶
の
後
、「
第
４

期
特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
の
対
応

に
つ
い
て
」
を
テ
ー
マ
に
、
グ
ル
ー
プ

ワ
ー
ク
形
式
で
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

○
広
報
委
員
会

　

令
和
５
年
12
月
８
日
、
大
阪
市
西
区

の
山
文
ビ
ル
で
、
広
報
委
員
会
を
開
催

し
、
14
組
合
18
名
が
出
席
し
た
。

　

古
河
委
員
長
の
開
催
挨
拶
の
後
、
広

報
誌
「
き
ず
な
」
１
４
１
号
の
校
正
と
、

次
号
の
編
集
企
画
及
び
原
稿
の
分
担
等

に
つ
い
て
検
討
し
た
。

　

そ
の
後
、
青
島
会
長
が
情
勢
報
告
を

兼
ね
て
挨
拶
し
た
。

○
講
演
会

　

令
和
５
年
12
月
４
日
、
大
阪
市
中
央

区
の
シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
大
阪
で
、
講
演
会

を
開
催
し
、
55
組
合
89
名
が
出
席
し
た
。

　

青
島
会
長
の
開
催
挨
拶
の
後
、
厚
生

労
働
省
保
険
局
保
険
課
菊
地
博
史
健
康

保
険
組
合
指
導
調
整
官
に
よ
り
、「
健

康
保
険
組
合
を
取
り
巻
く
情
勢
等
に
つ

い
て
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

近総協　業務対策委員会（健康開発研究会）

近総協　講演会

お問合せ

プログラムの内容、お見
積もりはいつでもご相談
ください︕

「新しい生活様式」に向けたルネサンスの健康づくり
肩凝り

腰 痛

睡眠
傷
害

メ
タ
ボ

喫 煙

メンタル
不
調

歩数
減少

飲 酒 企業
の
悩み

コミュニケーション
がとりづらい

生活習慣が
見えない

集合研修
ができない

健康かどうか
心配・・・

■運動や良い生活習慣のきっかけづくりに最適︕ ■運動の継続や仕事の合間のリフレッシュに最適︕

≪プログラム概要≫
○プログラム … ヨガ、機能改善ストレッチ、 対策 他
○時 間 … プログラム実施 分／ 分

（オリエンテーション 分／実施後の質疑応答 分）
○配信仕様… Zoomを使用し、参加者はご自宅でデバイスを問わず

参加いただけます。
○人 数 … 定員 名
○価 格 … 66,000円（税込）～

お客様のニーズ
に合わせた

豊富なプログラム︕

全 ９種類
レッスン 種類
セミナー 種類

簡単︕
初心者向け

短時間︕
好きな時間に

自宅や
デスクで︕

閲覧レポート
ご提供︕

料金設定

従業員の人数に合わせて
一人 円からできる

健康づくり

個人の
健康課題

オンラインでの
健康づくりのご案内

個人で登録
自宅がスタジオ︕

オンラインレッスンのご案内

スポーツクラブ
法人会員契約のご案内
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表紙のことば

高
崎
白
衣
大
観
音
【
慈じ

眼げ
ん

院い
ん

】

�

（
群
馬
県
高
崎
市
）

　

ぐ
ん
ま
百
名
山
の
ひ
と
つ
、「
観か

ん

音の
ん

山や
ま

」

（
標
高
２
２
７
メ
ー
ト
ル
）
と
呼
ば
れ
る
丘

の
頂
上
に
立
つ
白
衣
観
音
は
、
上
毛
カ
ル
タ

に
「
白
衣
（
び
ゃ
く
い
）
観
音　

慈
悲
の
御

手
（
み
て
）」
の
札
で
紹
介
さ
れ
、
群
馬
県
民

に
広
く
親
し
ま
れ
て
い
ま
す
。
地
元
で
は

「
白
衣
」
を
「
び
ゃ
く
え
」
で
は
な
く
、「
び

ゃ
く
い
」
と
読
む
の
が
一
般
的
に
な
っ
て
い

る
よ
う
で
す
。

　

こ
の
像
は
、
高
崎
の
実
業
家
、
井
上
保
三

郎
氏
が
、
高
崎
十
五
連
隊
の
戦
没
者
の
慰
霊

と
世
の
平
安
な
ど
を
祈
願
し
、
さ
ら
に
は
、

高
崎
の
発
展
を
願
っ
て
建
立
し
た
も
の
で
す
。

　

２
年
余
り
の
歳
月
を
か
け
て
高
さ
41
・
８

メ
ー
ト
ル
、
重
さ
５
９
８
５
ト
ン
で
、
コ
ン

ク
リ
ー
ト
製
と
し
て
は
日
本
一
の
大
観
音
像

が
完
成
し
ま
し
た
。
建
設
当
時
は
、
東
洋
一

の
大
き
さ
を
誇
っ
て
い
た
と
い
い
、
胎
内
は

９
階
よ
り
な
り
、
各
階
合
わ
せ
て
20
体
の
仏

像
が
安
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

昭
和
11
年
に
開
眼
供
養
が
行
わ
れ
、
そ
れ

以
来
、
高
崎
市
民
を
温
か
く
見
守
り
続
け
て

い
ま
す
。
参
道
に
は
、
約
20
メ
ー
ト
ル
間
隔

で
大
き
な
足
跡
が
刻
ま
れ
て
お
り
、
こ
れ
を

た
ど
り
な
が
ら
お
参
り
を
さ
れ
て
は
い
か
が

で
し
ょ
う
。

　

な
お
、「
観
音
山
」
と
い
う
名
前
の
由
来

は
、
こ
の
白
衣
大
観
音
に
あ
る
と
思
わ
れ
る

方
が
多
い
の
で
す
が
、
実
際
は
、
こ
の
丘
に

平
安
時
代
初
期
に
建
立
さ
れ
た
清
水
寺
が
、

本
尊
と
し
て
千
手
観
音
を
祀
っ
て
い
た
こ
と

に
由
来
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

　

慈
眼
院
の
創
建
は
、鎌
倉
中
期
。
も
と
も
と

は
、
高
野
山
金
剛
峰
寺
の
塔た

っ
ち
ゅ
う頭

寺
院
の
ひ
と

つ
で
、
高
い
向
学
心
を
も
っ
て
学
僧
が
集
う

寺
と
し
て
栄
え
ま
し
た
。
明
治
の
廃
仏
毀
釈

で
高
野
山
で
も
寺
院
の
統
合
廃
寺
が
す
す
む

中
、
衰
退
し
つ
つ
も
昭
和
初
期
ま
で
存
在
し
、

昭
和
16
年
に
高
野
山
よ
り
別
格
本
山
と
し
て

高
崎
へ
移
転
さ
れ
ま
し
た
。
現
本
堂（
高
崎
千

体
観
音
堂
）
は
白
衣
大
観
音
建
立
50
年
を
記

念
し
、
昭
和
61
年
に
建
立
さ
れ
た
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
大
師
堂
に
は
、
弘
法
大
師
と
虚
空

蔵
菩
薩
が
祀
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
知
恵

の
お
堂
と
し
て
も
知
ら
れ
、
学
業
成
就
の
ご

利
益
が
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
慈
眼
院
は
、
関
東
八
十
八
ヵ
所
霊

場
第
一
番
札
所
と
、
東
国
花
の
寺
百
ヶ
寺
の

ひ
と
つ
に
選
ば
れ
、
境
内
は
観
光
地
と
し
て

は
も
ち
ろ
ん
、
全
山
約
三
千
本
の
桜
を
は
じ

め
、
四
季
を
通
じ
て
様
々
な
花
木
、
自
然
を

楽
し
め
る
市
民
の
憩
い
の
場
で
も
あ
り
ま
す
。

　

縁
結
び
ス
ポ
ッ
ト
と
し
て
も
知
ら
れ
、
ロ

マ
ン
テ
ィ
ッ
ク
な
イ
ベ
ン
ト
も
開
か
れ
て
い

る
よ
う
で
す
。

大観音につづく大きな足跡

慈眼院の本堂（高崎千体観音堂）
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冬に流行る感染症の
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「データヘルス計画」に基づいたプログラム

法研のデータヘルスプログラム

個人向け情報提供をサポートします

マイヘルスウェブ

健診受診者ひとりひとりに合わせた、オンリーワンの健康情報誌

マイヘルスレポート

健康づくりキャンペーンの実施をお手伝い

マイヘルスアップキャンペーン

健診・保健指導義務化への対応に

法研 特定保健指導プログラム

特定保健指導対象外の高リスク者にも確実にアプローチ

重症化予防事業

長年培ってきたノウハウで医療費低減化をサポート

前期高齢者向け電話保健指導『すこやかエイジ』

禁煙成功へのパートナー

禁煙支援事業

いつでも相談相手がいる「安心感」を提供します

ファミリー健康相談／ 
ベストドクターズ ®・サービス

こころの悩みや不安に臨床心理士がお応えします
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安衛法の改正に対応したストレス対策をご提供

マイストレスチェック

保健事業の推進と業務の効率化に

保健事業支援システム

ジェネリック医薬品の使用を促進します

ジェネリック医薬品差額通知（GE-Report）

保険給付適正化をサポート
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入庫から保管までレセプトに関する業務を代行します

レセプト管理・分析システム

正確かつ高品質のデータ作成が可能に

健診結果データ化サービス
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